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1.1 ハイフォン市の概要 

ハイフォン市は人口約 200 万人（2017 年）を擁する中央直轄都市で、ハ

ノイ、ホーチミンに次ぐベトナム第 3 の都市である。首都ハノイから東に

100km ほどの沿岸部に位置し、大規模工業団地が集積するベトナム北部最大

の海上物流拠点である。首都ハノイとは国道 5 号線で結ばれており、これに

加えて、環状道路 3 号線から紅河デルタ地方ハイフォン市ディンブー港まで

を結ぶハノイ～ハイフォン間高速道路が 2015 年 12 月に開通した。 
ベトナム北部最大のコンテナ港のハイフォン港は 40,000DWT（載貨重量

トン数）まで受入れ可能で、その沖合に建設中のラックフェン（Lack Huyen）
深水港は 1,200ha の広さで 100,000DWT クラスの大型船舶が同時に 2 隻
接岸できるようになる。ハイフォン市はベトナム北部最大の港湾物流拠点と

して、環境に配慮したグリーン港湾都市（Green Port City）を目指している。 
ハイフォン市の経済は年率 7.5％程度で成長しており、一人当りの生産額

（GDP）は USD2,500（2013 年）に達している。市内には 11 の工業団地

があり、50 社以上の日系企業が進出し、順調な経済成長と物流拠点として

の重要性から、さらなる進出が見込まれている。特に、ハイフォン市は 100
年以上の歴史を持つ鋳造工場の集積地域としても知られている。現在 140 ほ

どの鋳造工場が同地域に拠点を置いている。 
また、ハイフォン市本土の南東約 60km には、カットバ島が位置する。ハ

イフォン市カットハイ県の行政単位に属する。カットバ島は、世界遺産で有

名なハロン湾に浮かぶ最大の島であり、人口約 1 万 7 千人よりはるかに多

い、年間約 140 万人の観光客が訪れる、自然と生態系の豊かな観光の島であ

る。 
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1.2 ベトナム政府の温室効果ガス排出削減方針 

（1） ベトナム国の気候変動に関する基本計画 
気候変動に関する基本計画等としては、ベトナムにおける持続可能な開発戦略

（153/2004/QDTTg 2004/8/17）、気候変動に対する国家目標プログラム(158/2008/QD-
TTg 2008/12/2)、国家気候変動戦略（2139/QD-TTg 2011/12/5）グリーン成長戦略（1393/ 
QD-TTg 2012/9/25）、GHG 排出及び炭素クレジットの管理（1775/ QD-TTg 2012/11/21）、
気候変動に対する国家目標プログラム（NTC-RCC）2012-2015（1183/ QD-TTg 2012/8/30）、
気候変動に対応する支援体制の資源管理制度(天然資源省、財務省、計画投資省共同指針)
（03/2013/TTLT-BTNMT-BCT-BKHDT）、商工省の気候変動に関する行動計画（4103/QD-
BCT 2010/8/3）等が定められている。 グリーン成長戦略においては、GHG 排出・濃度削

減目標が定められている。 
 

図表 1.2-1 グリーン成長戦略の GHG 排出・濃度削減目標 

期間 削減量 濃度削減 
対 GDP エネル

ギー消費量削減 
国内 

取組分 
国際 

支援分 
2011 

～2020 
エネルギー部門対 BAU 

10～20％ 
2010 比 
8～10％ 

年間 1～1.5％ 10％ 10％ 

～2030 
年間 1.5～2％以上 

エネルギー部門対 BAU 
20～30％ 

  10％ 20％ 

～2050 年間 1.5～2％     
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（2） 経済概況 
ベトナムは 1980 年代後半以降、ASEAN の加盟や WTO への加盟など、市場経済化を進

めてきた。2000 年代には平均 7%以上の経済成長を達成し、1 人あたりの所得は 2,160 ドル

となるなど、低中所得国の仲間入りを果たしている。今後も経済成長の可能性も高いことか

ら、世界における経済成長を支える国としてその重要性は高まりつつある。しかしながらこ

のような経済成長は、社会インフラ整備の未整備や環境問題の悪化などの課題をもたらし

ている。 
 
図表 1.2-2 ベトナムにおける主な経済指標等（1990 年、2011 年、2012 年、2017 年） 

指標 1990 年 2011 年 2012 年 2017 年 
人口 6,602 万人 8,784 万人 8,877 万人 9554 万人 

国民総所得（総額） 60 億 5,973 万ド

ル 
1,177 億 5,800 万

ドル 
1,489 億 6,100 万

ドル 
2130 憶 0597 万

ドル 
国民総所得（1 人あ

たり） 
130 ドル 1,270 ドル 1,550 ドル 2,160 ドル 

出所：World Bank、Open Data より作成 
 
ベトナムはこれまで主に、工場や輸送セクターから発生する排ガスや建設セクターによ

る粉塵公害などに由来する大気汚染、工業・家庭からの排水による水質汚濁、ごみの不適切

な処理・管理による悪臭、輸送セクターによる騒音、高濃度の有害物質による土壌汚染など

が環境問題として課題となっていた。しかし近年ではエネルギー消費量の増加も環境問題

の 1 つとして認識されはじめている。 
ベトナムにおける年間のエネルギー消費量と GDP の成長率（2000 年～2007 年）を比較

すると、ベトナムでは経済成長に伴い、エネルギー消費量が増加していることが明らかであ

る。今後も経済成長に伴い、ベトナム国内のエネルギー消費量も増加することが見込まれて

いる。 
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図表 1.2-3 ベトナムにおける資源別 1 次エネルギー消費量および GDP 成長率（2000 年

~2007 年） 
 

出所：Ministry of Natural Resources and Environment “Viet Nam’s Second National Communication  
to the United Nations Framework Convention on Climate Change”より作成 
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図 2 は、ベトナムにおける年間の CO2排出量と 1 人あたりの電力消費量を示したもので

ある。1960 年代から 1990 年までは年間の CO2排出量も増減を繰り返しているが、1990 年

以降、1 人あたりの電力消費量と年間の CO2排出量の伸びは著しい。今後も経済成長が見

込まれているベトナムにおいて、消費電力の低減に関する取り組みを実施することは、安定

的な電力供給を確保することだけではなく、CO2排出量の低減にも資する有効な施策であ

ると考えられる。 

 
図表 1.2-4 ベトナムの各セクターにおける CO2排出量(kt)および 1 人あたりの電力消費量

(kWh)1 

 
  

                                                   
1 （注）CO2排出量は 1960 年から、1 人あたりの電力消費量は、1971 年以降からのデータ公開であったため、1960 年

代のデータは図 2 には表示されていない。World Bank. World Data Bank に基づき作成 
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1.3 温室効果ガス排出削減に向けたハイフォン市の取組と課題 

 
(1)ハイフォン市の取組 
温室効果ガス排出削減に向けた、これまでのハイフォン市の取り組みを記す。 
① Green Growth Strategy Action Plan の策定 
② ハイフォン市グリーン成長推進計画の策定(北九州市支援) 
③ 廃棄物分別・省エネの関する市民への広報活動 
なお、民間での取り組みについては、Chinfon セメント工場における排熱回収システム

の導入、商業施設・ホテルなどへの LED 照明の導入など、主に財政的に余裕のある企業

において省エネ設備の導入が始まっている。 
 

① Green Growth Strategy Action Plan の策定 
ハイフォン市は、持続可能な経済発展と同時に、環境の保全や温室効果ガス排出量の削

減を図ること、すなわちグリーン成長を促進することを目的に、Green Growth Strategy 
Action Plan(1463/QD-UBND、以下 HPGGSAP と称す)を策定した。 
この HPGGSAP では、グリーン成長を促進するための大まかな方針と、ハイフォン市

各部局の役割が明確になっている。さらには、各部局に具体的なプロジェクトを立ち上げ

ること、計画の進捗状況を毎年ハイフォン市人民委員会に報告することが義務付けられ

ているのが特徴である。HPGGSAP で明示された各主要部局の主な役割を示す。 
なお、同計画は、首相決定など中央政府が示した、以下の 3 つの上位計画にしたがって

作成された法的根拠のあるものである。 
  ‐「Green Growth Strategy(1393/QD-TTg、2012 年 9 月首相決定)」 

‐「Green Growth Action Plan(403/QD-TTg、2014 年 3 月首相決定)」 
‐「国家の工業化・近代化時期におけるハイフォン市の整備・開発〈Green Port City〉

（72-KL/TW、共産党政治局）｣ 
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図表 1.3-1 主要部局の主な役割(ハイフォン市 Green Growth Strategy Action Plan) 

部局 主な役割 

各部局共通 

・HPGGSAP の周知徹底 
・行政の人材育成、市民の意識改革 
・HPGGSAP の内容をプロジェクトとして具体化し、その進捗状況

を市人民委員会に毎年 11 月 10 日に報告する。 

計画投資局 

・市全体の目標となる評価指標を設定する(エネルギー消費、グリー

ン生産、ライフスタイルのグリーン化に関する指標)。 
・プロジェクトの実施者(国内外の組織)の誘致とその管理体制の検討 
・グリーン成長に関する国際的なイベント・セミナーへの参加と国際

的な連携 
・グリーン成長を実践している機関、企業、個人に対する表彰制度の

検討。 

商工局 

・工業・商業分野において、エネルギー消費量、グリーン生産に関す

る指標を設定し監督する。また、グリーン生産技術の普及を図る。 
・エネルギー大量消費企業のリスト化と、エネルギー大量消費企業の

エネルギー使用状況の検査と、効率改善支援を行う。 
・省エネ、効率的なエネルギー利用について周知徹底する。企業には

省エネシステムの導入を促す。 
・省エネ・ラベリング制度が適切に運用されているかどうか、電化製

品等の商品を生産、輸入している企業の検査を行う。 

農業農村 
開発局 

・農村部におけるライフスタイルのグリーン化 
・伝統職業村における廃棄物の適正処理およびグリーン生産への支援 
・農村部におけるリサイクルエネルギー使用の奨励 
・農林水産業における温室効果ガス削減のための技術導入、生産管理

能力の向上 
・植林、森林資源の維持管理と質向上(特に、カットバ島の生物圏保

護区の森林保全) 
・水産業については、漁船の照明の省エネ化、養殖場・水産加工工場

への省エネ技術の導入を促進する。 
・有機肥料の使用など循環農業を推進する。 

科学技術局 ・既設の技術・設備取引場を活性化し、省エネ技術の普及を図る。 

交通運輸局 
・バスなどの公共交通の利用を促進する。 
・トラック輸送から、鉄道やフィーダー船を活用した大量輸送への転

換を図る(モーダルシフト)。 

天然資源 
環境局 

・都市部の緑地、水辺空間を増やし、一人当たりの緑地空間面積を確

保する。 
・定期的に温室効果ガス排出量を確認するための人材育成、データベ

ース作成 

建設局 
・建設活動および公共照明の省エネ化の促進 
・環境負荷の少ない建設技術の導入 
・廃棄物の中間処理、リサイクルにより最終処分量を削減する。 
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同計画は 2011-2020 年持続的な発展戦略、観光、医療等の各種プログラム、各分野の

マスタープラン等、ハイフォン市の主要計画を網羅的に規定した内容となっている。 
 
② ハイフォン市グリーン成長推進計画の策定(北九州市支援) 

(ア) HPHHSAP との関係 
2014 年に、北九州市の支援のもと、HPGGSAP の具体的な行動計画を明示した実

践編として「ハイフォン市グリーン成長推進計画」が策定された。同計画と HPGGSAP
の関係については、図表 1.3-2 に示すとおりである。同計画は、ハイフォン市と北九州

市が協議を重ねた上で策定され、ハイフォン市人民委員会から法的にも認められたも

のとなっている。 

 
図表 1.3-2  HPGGSAP の法的位置づけとグリーン成長推進計画の関係 

 
(イ) 計画の概要 
同計画で対象とする分野について、「廃棄物」、「エネルギー」、「交通」、「カットバ

島」、「上下水道・雨水排水」、「環境保全」および「グリーン生産」の 7 分野に区分し、

そのうち温室効果ガスの排出と関係が深い「廃棄物」、「エネルギー」、「交通」、「カッ

トバ島」を主要分野、残りをその他の分野として位置付けた。これらの区分に従い、

以下の手順で計画を策定した（図表 1.3-3）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

GGS: Green Growth Strategy(1393/QD-TTg) 
GGAP: Green Growth Action Plan(403/QD-TTg) 

国家の工業化・近代化時期におけるハイフォン市の整備・開発(72-KL/TW) 

HPGGSAP：ハイフォン市 GGS・AP（Green 
Growth Strategy Action Plan：1463/QD-UBND)  

各種マスタープラン その他ハイフォン市の主要計画 

2011-2020 年持続的な発
展戦略(1409/QD-UBND) 

付加価値向上・持続可能
な発展を目的とした農業
の再構築(899/QD-TTg) 

2020 年工業投資計画 
(2523/QD-UBND) 

ハイフォン市グリーン成長推進計画 
(北九州市支援) 

具体化 

【建設】 
ハイフォン市の 2025 年までの MP 見直しおよび 2050 年までのビジョン
(1448/QD-TTg) 
【雨水排水・廃棄物】 
雨水排水、汚水排水、固体廃棄物管理プロジェクト(Japan ODA) 
【給水】 
ハイフォン市の 2025 年までの給水計画、2050 年までのビジョン 
【農業】 
ハイフォン市の 2020 年までの農業農村開発計画の調査、見直し、補足 
ハイフォン市の 2020 年までの森林保護・開発計画 
ハイフォン市の 2020 年までの農村業種開発計画(107/QD-UBND) 
【給電】 
2011-2015 段階ハイフォン市電力発展計画、2020 年までの考慮
(6310/QD-BCT) 
【交通運輸】 
ハイフォン市の 2020 年までの陸路、鉄道交通運輸計画の調査、見直し
、補足および 2030 年までの方針 
【情報通信】 
2020 年次ハイフォン市郵政・テレコム発展計画(1291/QD-UBND) 
【観光】  
2020 年次ハイフォン市文化・スポーツ・観光発展マスタープラン  

科学研究プログラム 
(2013-2015 年) 

都市・交通(2009/QD-UBND) 
社会科学(2029/QD-UBND) 
医療(1778/QD-UBND) 
工業(1963/QD-UBND) 

資源・環境(1777/QD-UBND) 
農林水産業(1779/QD-UBND) 

等 

2010-2020 年農村廃棄
物収集処理対策任務 
(09/2010/NQ-HDND) 

2012-2016 年バスによる
公共交通開発対策、任務 

(04/2012/NQ-HDND) 
2013-2015 年都市開発都
市管理強化の任務、対策、

体制、政策 
(20/2012/NQ-HDND) 

2013-2030 年気候変動
に対応するベトナム都市

の段階開発 
(2623/QD-TTg) 
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図表 1.3-3 ハイフォン市グリーン成長計画策定のフロー 

 
計画策定支援フロー（図表 1.3-4）の③具体的施策では、ハイフォン市が実施する具

体的な施策内容とその実施主体、実施時期、評価指標を明らかにした。参考までに、例

としてエネルギー分野における具体的施策内容を図表 1.3-5 に示す。 
 

 
図表 1.3-4 ハイフォン市グリーン成長推進計画策定支援フロー 

 
 
 
 



   
 

（第 1 章） 

図表 1.3-5 エネルギー分野の具体的施策内容 

事業分類 事業内容 事業実施 
主体  

実施 
時期 評価指標 

1.工場でのエ
ネルギー利用
の効率化 
※パイロット
プロジェクト
の対象 

・エネルギー大量消費企業における省エネの取組み
を推進するため、省エネセンター等を活用して省エ
ネ診断を行い、エネルギーの効率的利用方法を提案
する。 

民間企業 
DOIT 短期 

エネルギー削減量
GHG 削減量 

・中小企業においても適用可能な省エネやエネルギ
ー再利用等の具体的対策を提案し、エネルギー利用
の効率化を図る。 

同上 中期 

2.商業施設、オ
フィスビル等
でのエネルギ
ー利用の効率
化 

・省エネ法の対象となる年間エネルギー消費量が
500TOE 以上の大型商業施設やオフィスビルにおい
て省エネ診断を進め、電力消費の大きい照明や空調
設備等の省エネ化や再生可能エネルギー等の分散型
電源の導入など、エネルギーの効率的利用方法を提
案する。 
※パイロットプロジェクトの対象 

民間企業 
DOIT 短期 

エネルギー削減量 
GHG 削減量 

・建築物の省エネ基準(QCVN 09:2013/BXD)の対象
となる延床面積 2,500 ㎡以上の新築・改築の建築
物をはじめ、中小規模の施設においても、省エネ化
や再生可能エネルギー導入等の具体的対策を提案
し、エネルギー利用の効率化を図る。 

同上 中期 

3.工場におけ
るクリーナー
プロダクショ
ンの導入 

・裾野産業（鋳造、金属加工等）をはじめ、各工場
において原材料やエネルギーの効率的使用を実現
できる生産工程の見直し（クリーナープロダクシ
ョン）を進め、省エネを推進する。 

※パイロットプロジェクトの対象 

民間企業 
DOIT 短期 エネルギー削減量

GHG 削減量 

4.再生可能エ
ネルギー導入
の推進 

・基幹電力の不足に対応するため、分散型電源の導
入の一環として、太陽光発電や太陽熱、小規模風
力発電、地中熱利用等の再生可能エネルギーの導
入を推進する。 

民間企業 
市民 短期 

発電量 
エネルギー削減量
GHG 削減量 

5.公共施設の
省エネ 

・ハイフォン市が率先して、市・人民委員会関連施
設等の省エネ・エネルギーの効率的利用を推進する。 

各行政 
機関 

短期 エネルギー削減量
GHG 削減量 ・既設・新設の道路照明や街灯について LED 等の省

エネ照明を推進する。 
※パイロットプロジェクトの対象 

DOT 

6.エネルギー
管理の推進 

･工場やオフィスビル、商業施設、家庭において、ス
マートメーター等を活用したエネルギー管理のシス
テムを導入し、ピークカット対応などエネルギー利
用の最適化を進める。 

民間企業 
市民 

中期 エネルギー削減量 
GHG 削減量 

・工業団地等において安定操業のため、一括受電し
て電圧制御を行うシステムを導入し、基幹電力にお
ける電圧の安定化を図る。 

民間企業 

7.省エネ推進
体制の強化 

・エネルギーの効率的利用を推進するため、重点的
エネルギー使用機関のエネルギー使用状況を検査・
評価して、使用効率の改善を支援する。 民間企業 

DOIT 

短期 エネルギー削減量
GHG 削減量 

・工業分野においてグリーン生産方法の導入・普及を
図るため、省エネや環境負荷低減を評価する指標(グ
リーン化指標) を定める。 

・省エネ及びエネルギーの効率的利用について、企業
や市民に対して啓発活動を行うとともに、各世帯に
おける省エネモデルの構築を図り、省エネを普及さ
せる。 

民間企業 
市民 

DOIT 
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③ 廃棄物分別・省エネに関する市民への広報活動 
ハイフォン市では、屋外スピーカーを通して、朝、夕に、市民に対してゴミの分別、省

エネを行うよう呼びかけが行われている。 
また、商工局・省エネセンターでは、家庭での省エネ促進を目的としたパンフレットの

作成・配布を行っている。加えて、毎年、電力会社や学校等と共催で、省エネに関する知

識や効率的な省エネ方法を競うなど趣向を凝らしたコンテストを実施している。 

 

図表 1.3-6 家庭での省エネ促進パンフレット 
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図表 1.3-7 省エネコンテスト プログラム概要 
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（3） 課題 
前節の取組を進めていく上での行政的課題を述べるとともに、温室効果ガスの排出

と関係が深い「廃棄物」、「エネルギー」、「交通」について、以下のとおり課題を示す。 
 

① 行政的課題 
(ア) 法律・計画の具体的運用されるまでに時間を要する 

ベトナムでは、環境保護法(1993 年策定、2003 年第 1 回改正、2014 第 2 回改正

(2015 年 1 月 1 日施行))、省エネ法(2010 年制定)、廃棄物の処理、リサイクルに関

する法令など、先進国の新しい考え方を取り入れた法律、条令が整備されている。 
また、前述のとおり 2012 年には、Green Growth Strategy（GGS）、2014 年には 

GGS Action Plan が策定され、温室効果ガスの削減、クリーンエネルギー利用な

どを促進するために必要な対策が打ち出されている。 
以上のような国レベルで法律や政策が定められても、地方レベルで適切に運用さ

れるまでに時間を要する場合が多い。ハイフォン市においても、2010 年に制定され

た省エネ法に基づく指定事業者の省エネルギー計画の策定や実行などは、本格的な

運用は始まったばかりである。 
 
(イ) 非効率な市の法律運用・計画実施 

各部局の権限が整理できていないため、法律運用、計画実施の体制が混乱してい

る。また、責任の不履行が生じている場合もある。特に廃棄物分野については、都

市部か農村部かによって、また、廃棄物の種類によって担当する部局が異なるため、

市全体の廃棄物の正確な実態把握が困難であるとともに、市全体の今後の適切な廃

棄物管理(ゴミの分別、3R 等)に向けた取組みも非効率なものとなっている。 
 
(ウ) 温室効果ガス削減等、環境保全のための予算・人材・データが不足している。 

経済発展に直結する開発が優先され、温室効果ガス削減等の環境保全のための

予算が不足しており、環境保全の施策等の実効性が低くなっている(行政は、計画

作りで満足している面がある)。 
また、予算に関連して、温室効果ガス削減等に取り組む人材や、モニタリングデ

ータが不足しているため、市全体で、市自らがどの程度温室効果ガスを排出してい

るのかを推定し、それをもとに有効な対策を実施するのは困難であると思われる。 
以上のように、人材育成等による法律運用・計画実施の体制づくり支援、財政的

支援など、引き続き日本政府、北九州市の支援が必要である。 
 

② 廃棄物分野の課題 
(ア) 生活ごみの不十分な分別・資源化 
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廃棄物は減量化、分別、資源化は殆ど行われずに埋立処分されており、埋立処分場

の逼迫が懸念される。一方で、住民の反対もあり、埋立処分場の新設は困難な状況と

なっている。 
チャンカット埋立処分場に堆肥化施設が整備されているが、廃棄物の分別が適切

に行われていないため、良質な堆肥を生産できず、埋立の覆土材にしか活用されてい

ない。 

  
図表 1.3-8 チャンカット処分場 堆肥化施設の現状 

 
(イ) 生活ごみの不適正処理 
生活ごみを対象とした焼却処理はごく一部に留まっており、堆肥化に加え、焼却処

理施設又はバイオガス施設により、ごみの減容化とエネルギー利用を推進する必要

がある。 
ハノイ工科大学が開発した小型焼却炉（20t/日）が農村地区で稼動しているが、ご

み集積場も整備されずに、焼却炉の周りにごみが散乱するなど適正な管理がなされ

ておらず、周辺の田畑への環境汚染が懸念される。 
有害廃棄物は、一般廃棄物と一緒に埋め立てられるケースが多く、健康被害や環境

汚染が危惧される。 

 
図表 1.3-9 キエントゥイ県 焼却施設 

 
(ウ) 産業・医療・港湾廃棄物のトレーサビリティ 
産業・医療・港湾廃棄物については、市指定業者により所定の手順で処理される規

則となっている。しかし、実際には、どの程度、適正に処理されているか十分に把握
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されておらず、その実態把握とトレーサビリティの確保が必要である。 
不法投棄を行った企業に対しては、「環境保護分野における法令違反に対する罰則

に関する政令 (Decree No.1/2006/ND-CP)」に基づいて厳正な処分を行う必要がある。 

 
図表 1.3-10 不法投棄の状況 

 
(エ) リサイクル事業の実態 
家電リサイクル法も整備されつつあるが、現在は、各地の手工業村で行われる家電

など様々な廃棄物の不適切なリサイクルで環境汚染が引き起こされている。 
 

(オ) 廃棄物発生量 
2025 年の廃棄物発生量は現在の 4 倍以上となる見込みである。廃棄物処理・処分

施設の整備が急務である。 

 
図表 1.3-11 現在・将来の廃棄物発生量 
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(カ) 廃棄物焼却能力 
焼却能力が圧倒的に不足している（現在：33.9t/day） 

 
図表 1.3-12 ハイフォン市における焼却施設の能力等 

焼却施設の管理者 所在地 処理能力 焼却対象物 

URENCO チャンカット処分場 1.6 
t/day(200kg/h)※ 有害廃棄物 

医療廃棄物 
URENCO チャンカット処分場 0.5t/day(60kg/h)※ 

キエントゥイ県 ハイフォン市内 20t/day 一般廃棄物 

A 社 A 社敷地内 10t/day 有害廃棄物 

B 社 B 社敷地内 1.8t/day 医療廃棄物、 
有害廃棄物 

※8 時間稼働の場合 
 
 

(キ) ハイフォン市の廃棄物事情 
ハイフォン市(都市部)では 1,600ｔ/日のゴミが家庭や事業所より排出されている。

このうち、200ｔはチャンカット処分場にあるコンポスト施設に搬入されている。そ

の他の大部分は、最終処分場にて埋立処分されている。 
 

③ エネルギー分野の課題 
(ア) 高い化石燃料への依存度 
人口が増加するとともに工場やサービス施設の進出が進み、社会経済が著しく発

展しており、将来、大量のエネルギーが消費され、GHG の排出量が増加する懸念が

ある。ハイフォン市の電力供給源は、4 つの石炭火力発電所(ファライ(Pha Lai)、ウ

ォンビ（Uong Bi）、ハイフォン 1、2)であり、化石燃料への依存度が高い。温暖化防

止、エネルギー安全保障の観点から、再生可能エネルギーの利用等、エネルギー源の

分散が必要である。 
 

(イ) 電力問題 
月 2 回程度の停電があり、1 回の停電は数時間から半日程度である。そのため、自

家発電設備を備えた工場も多い。電圧も不安定で、電力の品質にも問題があり、安定

操業や産業の高度化に支障をきたす恐れがある。送電ロスが大きく、送配電システム

の効率化が課題となっている。 
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(ウ) 省エネ対策の推進 
省エネルギー法に基づく、指定事業者の省エネルギー計画の策定や実行など、本格

的な運用は開始されたばかりであり、省エネ機器の導入など企業の効率的なエネル

ギー利用を促進する必要がある。 

  
ハイフォン 1 石炭火力発電所 病院の石炭焚きボイラ 

図表 1.3-13 ハイフォン市内エネルギー利用の現状 
 

・蒸気ニーズのある工場や病院では、石炭焚きボイラが主流であり、環境汚染の原因と

なっている。 
・排熱の利用などエネルギーの効率的利用が遅れている。 
・オフィスビルや商業施設では、電力消費の大きい照明や空調設備について省エネ化が

進んでいない。 
・省エネを実施するための資金が不足している企業が多い。 
・省エネ・ラベリング制度は設けられているものの、各製品の省エネ性能試験の実施体

制が十分整っておらず、普及が進んでいない。 
・工場やオフィス、商業施設などで総合的なエネルギー管理ができていない。 

 
(エ) 再生可能エネルギーの利用 

・太陽光、風力、バイオマス等の再生可能エネルギーの利用促進については、進んでい

ない。 
 

(オ) 消費電力量 
 ・一方で、電力消費量は大きく増加しており、将来、その傾向はさらに強くなると予

想されている。 
 ・ハイフォン市と日本全体の GDP あたりのエネルギー消費量(2013)年の比較を図表

1.3-14 に示す。ハイフォン市は、日本と比べるとエネルギー効率が悪いことから、

効率的なエネルギー利用を促進していくことが重要である。 
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図表 1.3-14 現在と将来の消費電力の内訳 

 
図表 1.3-15  GDP 当たりエネルギー消費量(2013 年) 
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④ 交通分野の課題 
(ア) 高速道路、港湾、空港、鉄道の整備計画 

 

図表 1.3-16 高速道路、港湾、空港、鉄道の整備計画（対外交通） 
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(イ) 交通渋滞の解消 
ハイフォン市はベトナム北部のゲートウェイとして機能してきたが、深水港湾と

してラックフェン国際港湾が整備されることで、その経済波及効果により自動車交

通量が増大し、更なる交通渋滞と環境悪化が懸念される。  
ハノイへの基幹道路である国道 5 号は市街地を通過しており、市内の混雑が著し

いため、ハノイ-ハイフォン高速道路の早急な整備が求められる。ハノイ-ハイフォン

を結ぶ鉄道と市内の道路が 12 か所で交差し、交通渋滞の原因となっている。 

  

幹線道路の交通渋滞 国道 5 号の渋滞 2 
図表 1.3-17 ハイフォン市周辺の交通状況 

 
(ウ) 大量輸送へのモーダルシフト 
ラックフェン新港からの物流について、トラック輸送から鉄道やフィーダー船を

活用した内陸水運への転換を図るため、ラックフェン新港への鉄道延伸など大量輸

送のための交通基盤を早急に整備しなければならない。 
新たな滑走路の整備など国際線化を進めるカットビ空港について、旅客のみなら

ず国際貨物便の誘致も行い、陸・海・空の交通拠点を目指す必要がある。 
  

                                                   
2 http://anhp.vn/an-toan-giao-thong/ 
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(エ) 公共バスの整備 
現在、市民の公共バスの利用率は 1%に留まっている(ハイフォン市の目標：30%)

ため、公共バスの利便性、快適性を高めて利用者を増やすことで、自動車やバイクの

交通量を削減し、市街地の交通渋滞発生を抑制する必要がある。バスの利便性向上の

ためには、定時性を確保することや、利便性の高い場所にバス停を配置することが重

要である。現在、カム川右岸(南側)に港湾や工場が集積し、各企業が個別に送迎バス

を保有するなど、非効率な通勤交通がみられる。 

  
ハイフォン市内で利用されているバス 電動バイク 

図表 1.3-18 ハイフォン市内の交通網 
 

(オ) 排ガス規制・低炭素型車両の推進 
大気汚染を解消するため、バイクや自動車の排ガス規制や、低炭素型車両（ハイブ

リッド、電気自動車、電動バイク等）の普及を進めるとともに、現在の排ガス基準で

ある EuroⅡを EuroⅣへ、レベルアップしていく必要がある。 
 

(カ) まちづくりと交通政策 
自動車やバイクから公共バスへの乗り換えを進めるための啓発活動や公共バスの

時刻表や路線図の配布、バス専用レーンの設置、IC カードの導入などモビリティ・

マネジメントの観点が交通政策に欠けている。 
公共バスの普及に加え、将来的にはモノレールや地下鉄などの軌道系大量輸送機

関の導入を進め、駅を中心に商業施設や集合住宅を集積させるなど、まちづくりと一

体となった交通政策を検討する必要がある。 
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1.4 ハイフォン市と北九州市の協力関係 
（1） 概要 

北九州市は、ハイフォン市と 2009 年に友好・協力協定を締結し、両市の間での交流を

始めた。その後、水道分野での技術協力や、市民文化交流など様々な分野での交流・協力

事業を続け、この友好・協力協定が 5 年間の期限を迎える 2014 年 4 月にハイフォン市と

姉妹都市協定を締結した。 
さらに、2014 年には、北九州市の公害克服の経験や、環境技術・ノウハウを活かして、

ハイフォン市のグリーン成長を促進するための具体的な行動計画を示した｢ハイフォン

市グリーン成長推進計画｣の策定を支援した。続く 2015 年にも、ハイフォン市グリーン

成長推進計画に即したパイロット事業の発掘ならびに実現に注力してきた。 
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図表 1.4-1 北九州市・ハイフォン市の相互訪問内容 

時期 相互訪問内容 

2009 年 4 月 

北橋市長がハイフォン市を訪問し、「友好協力協定」を締結 
（友好協力協定内容） 
ハイフォン市職員の研修受け入れ 
ハイフォン市を中心としたベトナムビジネス情報の発信 
経済ミッション団派遣 
環境・上下水道等の国際協力 

2009 年 9 月 ハイフォン市人民委員会 ドゥ・チュン・トアイ副委員長が北九州市を訪問 

2010 年 5 月 
北橋市長・佐々木市議会議長を代表とする訪問団がハイフォン市を訪問（ハイ

フォン市解放 55 周年記念式典参加） 

2010 年 7 月 
橋本副市長が経済ミッション団を率いてハイフォン市を訪問（経済交流セミナ

ー開催） 

2010 年 8 月 
ハイフォン市人民評議会 グエン・バン・ツアン議長が北九州市を訪問（経済

交流セミナー開催） 

2010 年 11 月 
志賀副市長が北九州市海外水ビジネス推進協議会を率いてハイフォン市を訪問

（ハイフォン市水道展示会参加） 
市民合奏団がハイフォンオペラハウスでコンサートを開催 

2011 年 10 月 
ハイフォン市人民委員会 ダン・ズック・ヒエップ副委員長が北九州市を訪問

（北九州水道 100 周年記念行事） 

2013 年 5 月 
梅本副市長がハイフォン市を訪問、市職員五平太ばやし愛好会「響」がハイフ

ォン市で公演（ベトナム観光年・ホン河祭り開会式） 

2014 年 4 月 
ハイフォン市人民委員会 ズォン・アイン・ディエン委員長（市長）が北九州

市を訪問し、「姉妹都市協定」を締結 
2014 年 9 月 ハイフォン市グエン・ヴァン・タイン書記長が北九州市を訪問 
2015 年 4 月 ハイフォン市ドゥ・チュン・トアイ副市長が北九州市を訪問 

2015 年 5 月 
北橋市長・戸町市議会議長を代表とす 3る訪問団がハイフォン市を訪問（ハイ

フォン解放 60 周年記念式典参加） 
 

                                                   
3北九州市ホームページ・べトナム・ハイフォン市との交流について 
http://www.city.kitakyushu.lg.jp/soumu/file_0006.html 
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図表 1.4-2 ｢ハイフォン市グリーン成長推進計画｣の策定支援 
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（2） 北九州市の水道分野での技術協力 

北九州市は、水道水質の安全性の向上に有効であり、かつ運転費用が低廉である上向流

式生物接触ろ過（U-BCF）（北九州市特許所有）について、姉妹都市であるハイフォン市

を中心にその普及に取り組んでいるところである。北九州市海外水ビジネス推進協議会

の会員企業を含む共同企業体が JICA から受託して、アンズオン浄水場改善計画準備調査

（2014 年 7 月～2015 年 3 月）を実施。この調査結果をもとに、JICA の無償資金協力を

活用して、2017年度を目途に主力浄水場であるアンズオン浄水場（設計日量 100,000m3）

に U-BCF を整備する。 
アンズオン浄水場の本格的な U-BCF をショーケースとして、ハイフォン水道公社と北

九州市が連携して、ハイフォン市内はもとより、ベトナム全土へ U-BCF の普及を図る。 

 
図表 1.4-3 北九州市の水道分野での協力の経緯 
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第２章  案件形成可能性調査の目的と実施体制 
 

第２章 目次 
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2.1 事業の概要 

2015 年 12 月にフランス・パリで開催された国連気候変動枠組条約第 21
回締約国会議（COP21）には全ての国が参加し、2020 年以降の公平で実効

的な気候変動対策の法的な枠組であるパリ協定が採択された。パリ協定で

は、地球の気温上昇を産業革命前に比べて２℃よりも十分低く抑え、さら

には 1.5℃未満に抑えるための努力を追求することが掲げられ、脱炭素に向

けた取組の促進が求められている。また COP21 では、都市を含む非国家主

体の行動を認知すること、そして全ての非政府主体（都市その他地方公共

団体等）の努力を歓迎し、そのスケールアップを招請することが決定され

た。 
2016 年 11 月にモロッコ・マラケシュで開催された COP22 において、採

択された「気候及び持続可能な開発のためのマラケシュ行動宣言」でも、

気候はかつてない割合で温暖化しており、対応する緊急の義務があること

が改めて強調されるとともに、政府だけではなく自治体を含むグローバル

な行動、また経済の転換が更なる繁栄と持続可能な開発の積極的な機会で

あると認識された。 
都市は社会経済の発展を支える活動の場であり、多くの人が居住してい

る。世界の全土地面積の２％にも満たない都市に、世界人口の約 50％が居

住し、その割合は 2050 年までの 70％にまで増加すると予想されている。

2006 年時点で世界の CO2 排出量の 70％以上が都市から排出されていると

推定されており、都市が気候変動の緩和に果たす役割は大きく、周辺都市

部における気候変動対策の着実な実施、温室効果ガス排出量の削減がパリ

協定の目標の達成のために重要となっている。 
以上の点を踏まえ、本事業では、低炭素社会形成に関する経験とノウハ

ウを有する北九州市と姉妹都市関係にあるベトナム国ハイフォン市の連系

のもと、ハイフォン市の目指すグリーン成長と低炭素社会実現にも資する

ベトナム版エコタウンの実現等を通じた低炭素型事業を対象に、JCM クレ

ジット獲得につながる案件の形成等を目指した調査活動を実施している。

合わせて、これまでの北九州市とハイフォン市のグリーン成長実現に向け

た活動のフォローアップを行うとともに、同フォローアップ活動から JCM
クレジット獲得につながる低炭素型プロジェクトの創出を目指した調査活

動を実施した。 
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2.2 対象分野と適用技術 

(1) 対象分野 
平成 29 年度に実施したハイフォン市における調査結果を踏まえ、次の 2

つを主な活動とした。 
 
① ベトナム版エコタウンの実現を通した、原燃料化した廃棄物と都市

ごみの混焼による都市ごみ廃棄物発電事業 
工業団地内での廃棄物リサイクルプロセスを経て、リサイクルが困

難な廃棄物について、原燃料化、都市ごみとの混焼などによる安定

性や収益性の向上をはかり、廃棄物発電事業の実現可能性を検討す

る。 

 
図表 2.2-1 工業団地に隣接する処分場 

 
② フォローアップ活動を通じた低炭素型プロジェクトの創出活動 

ハイフォン市は北九州市の協力のもとで作成したグリーン成長推

進計画の中で 15 のパイロットプロジェクトを中心的な活動として

実施している。その活動には、セメント工場排熱回収発電、バイオ

マス発電、太陽光発電、EV バスなどが含まれる。今年度は、その

中で新設のセメント工場への廃熱回収発電システムの導入による

JCM クレジットの獲得について検討する。 
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図表 2.2-2 セメント工場のイメージ（プレヒーターとロータリーキルン） 

 
(2) 適用技術 
本調査事業に置いて適用対象とする技術は、平成 29 年度に実施したハイ

フォンにおける調査結果から選択した。導入候補として選択された技術を、

図表 2.2-3 にまとめた。 
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図表 2.2-3 対象施設と適用技術 
カテゴリ 対象施設 適用技術 
活動 1 ベトナム版エコタウンの実現を

通した、原燃料化した廃棄物と都

市ごみの混焼による都市ごみ廃

棄物発電事業 

産業廃棄物の原燃料化技術 
廃棄物発電システム 
 

活動 2 フォローアップ活動を通じた低

炭素型プロジェクトの創出活動 
セメント工場における廃熱回収発電

システム 
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2.3 実施体制 

本事業の調査実施体制を図表 2.3-1 に示す。 
 

 
図表 2.3-1 対象施設と適用技術 

 
 
本調査事業は、低炭素社会形成のノウハウを有する北九州市と低炭素社

会実現に向けた提携関係にあるベトナム・ハイフォン市の都市間連携のも

と、JCM 設備補助事業の可能性調査を行う。 
北九州市、および、ハイフォン市は、都市間連携に基づく全体統括、ま

た、ハイフォン市の関連部署、ベトナム国内の関連省庁などの行政機関と

の調整・協業・紹介などの働きかけを行った。 
 NTT データ経営研究所は、各活動の調査対象へとの直接協議や、技術

検討、経済性検討、CO2 排出削減評価等を行い、調査対象への提案、ヒア

リング等を行う。必要に応じて、技術の詳細検討として一部各種メーカー

との協議や、JCM 設備補助事業申請に向けた支援等も行う。 
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2.4 調査方法・スケジュール 

(1) 調査方法 
本事業における調査は、図表 2.4-1 の 4 ステップにて実施した。 

 
図表 2.4-1 調査ステップ 

 
 

1) 調査対象施設の選定にあたっては、北九州市とハイフォンとの都市

間連携の環境を活用した案件の紹介、昨年度連携先からの紹介、ま

たは、独自調査による直接アポイント等により、CO2 排出削減の

可能性の高い施設との調整を図った。 
2) 現状の診断では、現地調査時の訪問等を活用し、直接ヒアリングを

行い、各対象施設が直面している課題やニーズを抽出した。 
3) 対策方策の検討では、2)のヒアリング結果を元に、実現可能である

と考える省エネ対策、再エネ設備の導入、経済性検討、CO2 排出

削減効果等を検討した。一部、太陽光発電パネル施工の専門家から

の協力を得ながら、現実的な検討を行った。 
4) 提案、ディスカッションでは、各施設の担当者と検討結果の共有を

行い、さらなる意見・課題のヒアリング、今後の進め方について検

討した。 
 
 
(2) スケジュール 
本調査事業の実施スケジュールは図表 2.4-2 に示す通りである。 
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図表 2.4-2 調査スケジュール 
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3.1 現地調査のまとめ 

本節では、本年度実施した第一回から第六回の現地調査の訪問スケジュ

ールを整理するとともに、それぞれの訪問調査における主な議題、活動内

容をまとめる。 
なお、各訪問先での詳細議論、活動内容、活動に基づく成果等について

は、3.2 節（活動１：ベトナム版エコタウンの実現等を通じた低炭素型プロ

ジェクトの創出活動）、3.3 節（活動２：フォローアップ活動を通じた低炭

素型プロジェクトの創出活動）において、それぞれ活動ごとまとめる。 
 

3.1.1 第一回現地調査 
期間： 2018 年 5 月 1 日 ～ 5 月 3 日 
訪問先： 

 バクダンセメント社（BDC 社） 
活動内容サマリー： 

 廃熱回収発電の JCM 設備補助事業申請に向けた協議 
 

3.1.2 第二回現地調査 
期間： 2018 年 6 月 19 日 ～ 6 月 24 日 
訪問先： 

 ベトナム建設投資省(MPI) 
 ブリヂストン ベトナム ハイフォン工場 
 ハイフォン市 環境局海島管理支局 
 ハイフォン市 外務局 
 ハイフォン市 経済管理区委員会 
 DEEP C 社 
 ビセムセメント本社 
 バクダンセメント社 ハイフォン工場 
 コクフン社 

活動内容サマリー： 
 ベトナム建設投資省(MPI)の紹介で、ハイフォン市経済管理区

委員会を訪問 
 ベトナムエコタウン実現に向け、ワークショップやアンケート

の開催を約束した工業団地入居企業へのヒアリング 
 またブリヂストンとセメント工場 2 社とは JCM 設備補助事業
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に向けた情報交換を実施 
 

3.1.3 第三回現地調査 
期間： 2018 年 8 月 14 日 ～ 8 月 16 日 
訪問先： 

 バクダンセメント社（BDC 社） 
活動内容サマリー： 

 廃熱回収発電プロジェクトの JCM 設備補助事業二次公募提案

について協議及び申請資料の準備 
 

3.1.4 第四回現地調査 
期間： 2018 年 9 月 4 日 ～ 9 月 7 日 
訪問先： 

 ハイフォン市関連局 
 VINFAST 社 
 VSIP 工業団地内西日本鉄道 
 DEEP-C 社 
 VICEM ハイフォン社（国営セメント会社） 
 カッパセメント社 
 ベトナム計画投資省（MPI） 

活動内容サマリー： 
 ハイフォン市で実施する予定のワークショップに関する打ち

合わせ。団地内で発生する産廃に関するヒアリングの継続及び

アンケートの実施。 
 セメント会社と JCM 設備補助を用いた廃熱回収発電事業につ

いて協議。 
 JCM 案件候補について、民間企業と協議。 
 MPI とワークショップの開催（主催、テーマ等）について議論 

 
3.1.5 第五回現地調査 

期間： 2018 年 11 月 5 日 ～ 11 月 9 日 
訪問先： 

 ハイフォン市 ワークショップ参加 
 Nam Cau Kien 工業団地 
 Expert Group Meeting for Eco-Industrial Park in Vietnam に
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参加 
活動内容サマリー： 

 ハイフォン市及び HEZA が主催するエコ・インダストリアル・

パーク・ワークショップに参加。北九州市によるエコパークに

関する発表、NTT データ経営研究所による JCM 設備補助事業

に関する発表を実施。 
 Nam Cau Kien 工業団地での JCM ポテンシャル調査 
 ホーチミンで開催された UNIDO や MPI の共催による第 2 回

Expert Group Meeting for Eco-Industrial Park in Vietnam に、

MPI の要請により参加。北九州市によるエコ・インダストリア

ル・パークに関する発表を実施。 
 

3.1.6 第六回現地調査 
期間： 2019 年 1 月 6 日 ～ 1 月 12 日 
訪問先： 

 ハイフォン市 外務局 
 HEZA 
 Nam Cau Kien 工業団地 
 Vietnam-Italy Steel JSC 
 DEEP-C 
 プルマンホテル 
 ジャパン環境ウィーク参加 
 MPI 

活動内容サマリー： 
 ハイフォン市外務局、HEZA に対し、今年度活動報告とジャパ

ン環境ウィークへの参加の確認 
 Nam Cau Kien 工業団地での JCM 設備補助セミナーの開催 
 Vietnam-Italy Steel との JCM 設備補助に関する協議 
 DEEP-C との廃棄物発電事業に関する協議 
 プルマンホテルとの JCM 設備補助を利用した高効率空調シス

テム導入に関する協議 
 MPI と北九州市-ハイフォン市の姉妹都市関係に基づくエコ・

インダストリアル・パークのモデル事業推進の MOU に関する

協議 
 ジャパン環境ウィークに参加。北九州市、ハイフォン市、Nam 
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Cau Kien 工業団地が本事業関係者として発表 
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3.2 活動１：ベトナム版エコタウンの実現等を通じた低炭素型プ

ロジェクトの創出活動 

 
3.2.1 廃棄物発電事業の事業性に関する検討 

ベトナム計画投資省（MPI）は、UNIDO の支援のもと、ベトナム国内

で複数のモデル地域を選定し、ベトナム版エコタウンの実現に向けた活

動を展開している。MPI は、次のモデル地域の候補として、ハイフォン

市内にある Dinh Vu 工業団地に注目している。Dinh Vu 工業団地は、同

団地の港湾エリアに風力発電設置を計画するなど、工業団地の価値向上

え向けて、工業団地のエコ化に力を入れている。また、ベトナム版エコ

タウンのモデルとなることについても興味を示しており、すでに MPI と
協議を始めている。 
一方、MPI は我が国のエコタウンに高い関心を示しており、特にエコ

タウンとして確立されている北九州市に注目しており、北九州市がエコ

タウン実現のために実施してきた取り組みを、ベトナム版エコタウンに

も取り込みたいと考えている。 
他方、北九州市は、姉妹都市提携しているハイフォン市との連携事業

として、同市のグリーン成長実現に向けた各種活動を支援する中で、

Dinh Vu 工業団地とも良好な関係を作っており、Dinh Vu 工業団地から

も北九州市に対し、MPI が推進するベトナム版エコタウン実現への協力

要請の LOI も送られている。 
こうした事業環境を生かし、本事業では、工業団地から発生する各種

廃棄物の域内リサイクルの推進を通じた資源循環を実現し、その結果生

じるリサイクル困難な廃棄物については、廃棄物発電などで利用し、さ

らに工業団地全体の低炭素化に向けた再生可能エネルギーの導入と団地

内企業への省エネ提案などを通じて、JCM クレジット獲得に至る低炭素

化プロジェクトの組成を目指している。特に、Dinh Vu 工業団地は、都

市ごみの最終処分場に隣接するという立地条件を生かし、過去の調査で

は、都市ごみと産業廃棄物の混焼による廃棄物発電事業の可能性を検討

し、産業廃棄物が一定量を超えると事業採算性が向上することが確認さ

れている。 
本年度は、ベトナム版エコタウンのモデル事業として、域内リサイク

ルを確立したとして、そこから出てくる廃棄物の原燃料化、都市ごみと
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の混焼が、更なる事業採算性の向上につながる可能性について、現地事

業者となる DEEP-C 社と協議を行った。事業のイメージを、以下に示す。 
 

 
図表 3.2.1-1 産業廃棄物原燃料化・都市ごみとの混焼事業のイメージ 

 
この事業で導入を想定している廃棄物の原燃料化技術として、アミタ

社の固体・粉体産業廃棄物のセメント原燃料化リサイクル技術がある。

同技術の概略を以下に示す。 
 

 
図表 3.2.1-2 廃棄物原燃料化リサイクル技術 

 
この技術は、様々な産業から排出される、汚泥、廃プラスチック、ばい

じん、燃え殻などの固体・粉体系の産業廃棄物からセメント原燃料を製

造するというものである。大型のもの、硬いものについては、破砕機や

粉砕機での裁断等により利用可能なものへと加工する。受け入れる廃棄

物については、事前に含有成分や性状を調べ、異物の混入などを防いで

おり、安全面にも配慮されている。アウトプットとして出てくる製品は、
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カロリーの低いものは、セメント原料である粘土の代替に、カロリーの

高いものは、燃料として石炭の代替として使用され、その燃え殻はセメ

ント原料としても使用可能である。 
このようなプロセスで製造される原燃料と都市ごみの混焼を行う設備

としては、ストーカ型焼却炉を有する廃棄物発電設備を想定している。 
 

 
図表 3.2.1-3 ストーカ型焼却炉を有する廃棄物発電施設 

 
この事業を、JCM 設備補助を活用した低炭素型プロジェクトとして実

施する場合の体制として、以下のようなものを想定している。 
 

 
図 3.2.1-4 ベトナム版エコタウンの実現を通じた低炭素型 
プロジェクトの実施体制 
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この事業を実現するために調査が必要な課題として、 
 
・ ベトナム計画投資省（MPI）が考えるベトナム版エコタウンの把握 
・ Dinh Vu 工業団地の再生可能エネルギー投資計画の確認及び同計

画を踏まえた JCM 化の可能性検討 
・ 資源循環利用を目指した、処理対象となる都市ごみと産業廃棄物の

確認及びビジネスモデルの検討 
・ JCM 等の補助制度の活用可能性の検討 
・ JCM 等の補助制度を活用した場合の詳細検討 
 
これらの課題を解決するべく、ハイフォン市の関係各部局、Dinh Vu

工業団地の運営会社である DEEP-C 社など関係者と検討を行った。その

結果を以下にまとめる。 
 

 
図表 3.2.1-5 低炭素型プロジェクト創出のための課題と検討結果 

 
Dinh Vu 工業団地の運営会社である DEEP-C の社長が、2018 年 5 月

に交代した。当初、図 3.2.1-4 に示す DEEP-C Green Energy 社（DEEP-
C の子会社）が単独で実施するという計画であったものの、新社長の方

針により、廃棄物発電あるいは廃棄物管理のノウハウを有する事業パー

トナーと JV を作り、その JV が事業を実施するということになった。 
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これは、Dinh Vu 工業団地を含む DEEP-C 社が管理する工業団地にお

ける再生可能エネルギー事業について、東京電力パワーグリッド社と合

弁会社を作り、それがうまくいっていることで、ノウハウを有する企業

との合弁事業として実施する方が事業としての安定性・確実性が向上す

るということで、その事業モデルを選択し、現在、廃棄物発電事業の事

業パートナーを探しているところである。 
DEEP-C 管理下の工業団地の入居企業 90 数社に対し、DEEP-C によ

る廃棄物の引き取りについてヒアリングを行ったところ、現段階で 8 社

程度は、DEEP-C による引き取りを受け入れるという回答をしてきてい

る。その際の引き取り価格について、18 米ドル／m3前後なら、という話

が出てきている。都市ごみとの混焼については、まず、Dinh Vu 工業団

地に隣接する最終処分場に積み上げられた都市ごみの焼却と日々出てく

る都市ごみの焼却の 2 つの話があり、その受け入れ費について、ハイフ

ォン市と DEEP-C は協議を続けている。現在のところ、1 トンあたり 10
米ドルから 30 米ドルという範囲で話し合われているものの、その費用の

対象が、既存の積み上げられたごみなのか、これから日々受け取るごみ

なのか、あるいは両方なのか、はっきりとしていないという状況である。 
DEEP-C 社が現在想定している廃棄物発電事業の事業モデルを以下に

示す。 
 

 
図表 3.2.1-6 DEEP-C が想定している廃棄物発電事業モデル 

 
DEEP-C Green Energy 社は、風力発電や太陽光発電による再生可能
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エネルギーに加え、外部系統から購入する電力を、DEEP-C 社が運営す

る工業団地内の企業に供給するビジネスを実施している。廃棄物発電事

業については、独立した事業体として確立し、発電する電気は、DEEP-
C Green Energy 社が買い取り、域内の入居企業に販売するということ

を考えている。廃棄物発電設備については、形式はストーカ式焼却炉を

有する発電設備を考えており、信頼性の点から日本製に高い興味を示す

ものの、まだ具体的な選定は行っていない。設備についてはは、事業パ

ートナーと検討するという方針である。また、日本製を導入する際に

JCM 設備補助が活用できるということにも高い興味を示している。 
DEEP-C 社は、上記のような事業モデルを確立するため、廃棄物発電

の事業パートナーを探すとともに、ハイフォン市等と廃棄物の受け入れ

に関する交渉を続けている。 
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3.2.2 ベトナムでの発表活動 

今年度は、ベトナム版エコタウンに関連する 2 つのイベントへの参加、

JCM 設備補助制度の理解を広めるための工業団地向けセミナーの開催、

ハノイ市で開催された日本・ベトナム環境ウィークと多くのイベントに

参加し、発表を行った。 
 
2018 年 11 月 6 日（火）に、ハイフォン市と HEZA が主催となるエ

コ・インダストリアル・パークに関するワークショップが開催された。

本ワークショップは、企画段階から北九州市も協力しており、エコ・イ

ンダストリアル・パークに関する規制等を担当しているベトナム計画投

資省（MPI）も参加も実現した。当日は、ハイフォン市のテレビ局も中継

に来ており、終了後、各プレゼンターに対するインタビューも行われて

いる。主な発表について、下記にまとめる。 
 

 発表機関 主な内容 
1 MPI エコ・インダストリアル・パークの基

本方針（Decree 82）に関する説明 
2 北九州市 北九州市がエコタウンとなるまでの

経緯及び活動について発表 
3 DEEP-C（工業団地運営

会社） 
同社の紹介とエコ・インダストリア

ル・パークを目指した活動及び

Decree 82 に対する疑問点について

発表 
4 Nam Cau Kien工業団地 同工業団地の紹介とエコ・インダス

トリアル・パークを目指した活動に

ついて発表 
5 NTT データ経営研究所 JCM 設備補助制度の紹介 
図表 3.2.2-1 ハイフォン市でのエコ・インダストリアル・パークに 
関するワークショップでの発表内容 
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ワークショップ会場 北九州市による発表 

図表 3.2.2-2 ワークショップ当日の様子 
 
2018 年 11 月 8 日及び 9 日に MPI 及び UNIDO が主催する第 2 回 EIP

（Eco-Industrial Park）Expert Meeting がホーチミン市で開催された。

MPI の要請により、同会合に参加し、北九州市による発表及びワークシ

ョップへの参加を実施した。 
2014 年 10 月、MPI と UNIDO は、「Implementation of Eco – 

industrial park initiative for sustainable industrial zones in Vietnam」

を開始した。本プロジェクトの目的は、環境への影響と生産コストの削

減を目指し、企業、地域住民、関連機関が協力して、既存の工業団地をエ

コ・インダストリアル・パークに変えることである。さらに、温室効果ガ

ス、残留性有機廃棄物（POPs）、地上での水質汚濁を最小限にするクリ

ーンかつ低炭素な技術の実証も行う。総予算は 4500 万米ドルであり、ニ

ンビン省、ダナン市、カントー省においてモデルプロジェクトを実施し

てきた。本会議は、その成果を報告する 2 回目の会議である。本会議で

話されたトピックは、以下のようなものである。 
 
• ベトナムにおけるエコ・インダストリアル・パークの現状と今後の

動向 
• 第 82 項に関連する話 
• 産業開発における民間セクターの役割 
• エコ・インダストリアル・パークの計画と管理 
• 産業共生 
• 資源効率：エコ・インダストリアル・パークにおける水、廃棄物、
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排水管理 
• エコ・インダストリアル・パークにおけるエネルギー管理 
• エコ・インダストリアル・パークのためのキャパシティ・ビルディ

ング 
 

先行してモデル事業が行われているニンビン省やダナンの事業につい

ての発表があったが、個々の企業のリサイクル活動や水処理事業など、

工業団地全体の事業というより、1 企業の先進的な取り組みといった色

合いの強いものに見受けられた。 
MPI は、北九州市を成功したエコ・インダストリアル・パークの事例

として見ており、その経験をベトナム国内の工業団地にも共有してほし

いという要望に基づき、講演を依頼してきている。北九州市による発表

は参加者の興味を引き、どのように達成したのか、市民との協力、行政

の対応、苦労した点などに多くの質問があった。 
MPI を含む行政機関よる発表は、第 82 項に基づくものが多かったが、

自らの省庁の管轄に関わる部分に関する概要の説明であり、エコ・イン

ダストリアル・パークと認められるための具体的な基準等に関するもの

はなかった。2 日目のワークショップの中でも、具体的なガイダンスが必

要というコメントが出されていた。 
本 EIP Expert Meeting の特徴として、チャットシステムによる質疑

応答を取り入れており、質問は基本的にチャットシステムのみで受け付

けるというものであった。受け付けられた質問が随時画面上に表示され、

それに対して、講演者が答えていくという形式になっていた。 
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セミナー ワークショップ 
図表 3.2.2-3 EIP Expert Meeting の様子 

 
2019 年 1 月 10 日、11 日と環境省及びベトナム環境ウィークジャパン

に参加した。この 2 日間のプログラムは、下記のとおりである。1 月 10
日が「環境インフラ技術セミナー」と「ビジネスマッチング」、1 月 11
日には「適切な緩和行動のためのワークショップ」、「公害防止のための

国際協力ワークショップ」、「二国間クレジット制度（JCM）ワークシ

ョップ」、「低炭素都市シナリオ」の 4 つのイベントが開催された。都

市間連携事業における報告において、北九州市とハイフォン市の姉妹都

市提携に基づいて実施している活動について、北九州市、ハイフォン市、

そして Nam Cau Kien 工業団地が発表を行った。 
 

  
オープニング 都市間連携事業発表 

図表 3.2.2-4 ベトナム・日本環境ウィークの様子 
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2019 年 1 月 7 日、Nam Cau Kien 工業団地において、JCM 設備補助

制度に関するセミナーを実施した。これは、同工業団地に入居する企業

に JCM 設備補助制度を知ってもらい、同制度の活用を検討してもらう

ことを目的としている。本会議には、Veitnam-Italy Steel 社や Vietnam-
Japan Steel 社など Nam Cau Kien 工業団地に入居しており、JCM 設備

補助に高い関心を示す企業から 14 名の方々、Nam Cau Kien 工業団地

から 5 名が参加されていた。また、Nam Cau Kien 工業団地社長の意向

により、北九州市の経験や活動を他の工業団地にも共有してほしいとい

うことで、ベトナム天然資源環境省（MONRE）の広報部の下部組織であ

る環境広報センターの副所長ほか 2 名の方々が参加した。 
Nam Cau Kien 工業団地社長は、同工業団地をエコ・インダストリア

ル・パークにしたいと思っており、その手本と考えている北九州市を 3
月末頃に訪問したいという要望を伝えてきた。また、彼は、ベトナムで

は、JCM 事業はかなり新しい仕組みだと考えており、広報活動が大事だ

と考えている。さらに、日本政府から JCM 設備補を受けるために、ベト

ナム企業は最初に資金を用意する必要があるなど、ベトナム側の理解を

推進しないと進まないと考えており、そのために広報が大事であり、

MONRE の環境広報センターを招待したということであった。 
MONRE の環境広報センターは、環境保全事業において、国民の環境

保護に対する認識を高めることが重要ということで、2017 年に MONRE
の下に設立された広報専門の新しい機関である。同センターの副所長は、

北九州市のエコタウンを極めて高く評価しており、バクニン省のエコタ

ウンに高い興味を示しているバクニン市の支援、スマートシティに興味

を示すバクニン省政府、プラスティックバック利用を止めるためのエコ

バック利用の推進という 3 つのテーマでの協力を北九州市への要望とし

て挙げていた。 
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セミナー MONRE、社長との打ち合わせ 

図表 3.2.2-5 Nam Cau Kien 工業団地での JCM セミナーの様子 
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3.2.3 Nam Cau Kien 工業団地 

Nam Cau Kien 工業団地は、ハイフォン市の北部、周辺に NOMURA
工業団地、VSIP 工業団地、Dinh Vu 工業団地など工業団地が多い地域

に位置し、総投資額：2300BillionVND、敷地総面積 263ha の工業団地

である。開発工事は第一期：108ha と第二期 155ha に分かれており、第

一期はすでに完了し、入居率は 100%となっている。第二期 155ha は、

まだ開発中である。現在の入居企業は 34 社あり、リサイクル製鉄（電炉

利用）、設備・機械、新素材、薬品・食品などの企業が入っている。 
 

 

図 3.2.3-1 Nam Cau Kien 工業団地 
 

 
図 3.2.3-2 Nam Cau Kien 工業団地の位置 
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同工業団地社長は、環境対策にかなり積極的に取り組んでおり、MPI

が公表したエコ・インダストリアル・パークに関する規制 Decree 82 で

対応が難しいと考えられる緑地面積確保条項（工業団地面積の 25%の緑

地化）にも積極的に対応しようとしており、追加的に周辺の土地を購入

し、緑地化を進めている。 
 

  

Nam Cau Kien 工業団地緑地 1 Nam Cau Kien 工業団地緑地 2 
図 3.2.3-3 Nam Cau Kien 工業団地の整備中の緑地 

 
こうした積極的姿勢は、ハイフォン市や HEZA も高く評価しており、

エコ・インダストリアル・パークの第一号候補として推奨している。 
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3.2.4 リサイクル製鉄事業における省エネルギープロジェクト 

Nam Cau Kien 工業団地内にあるスクラップ鉄を受け入れ、鉄鋼製品

を製造している Vietnam-Italy Steel 社（VIS 社）は、日本企業である共

英製鋼株式会社が約 70%を出資しているベトナム企業である。 
共英製鋼は、近年海外事業にも力を入れており、ベトナム国内にも VIS

社を含め、4 社の事業会社を有している。 
 

 
図 3.2.4-1 共英製鋼のベトナムにおける事業会社 

 
VIS 社の本社はハノイ市近郊のフンイェン省にあり、資本金は 7,383

億 VND、売上高 6 兆 1,051 億 VND（2017 年度）の製鉄会社である。事

業内容は、受け入れたスクラップ鉄を電炉（アーク炉）で溶融し、鉄筋用

棒鋼や線材を製造し、販売している。VIS 社の工場はハイフォン工場と

フンイェン工場の 2 つに分かれており、前者が製鉄の上工程、後者が下

工程を担当している。 
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図 3.2.4-2 VIS 社ハイフォン工場とフンイェン工場の位置 

  
それぞれの工場の概要を以下にまとめる。 
 

ハイフォン工場（製鋼工場） 
工場敷地面積 164,582 m2 
工場建屋面積 14,837 m2 
生産能力 400,000 t/年 
ビレットサイズ 120 角・130 角・150 角・200 角、長さ：6 m・

12m 
電気炉 60 t（アーク炉） 
炉外精錬炉 60 t 
連続鋳造設備 4 ストランド 
フンイェン工場（圧延工場） 
工場敷地面積 77,742 m2 
工場建屋面積 13,398 m2 
生産能力 250,000 t/年 
製品及びサイズ 鉄筋用棒鋼 10～40 mm、線材 6.0・8.0 mm 
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加熱炉 50 t 
連続圧延設備 1 ライン 

図表 3.2.4-3 VIS 社 2 工場の概要 
 

ハイフォン工場、フンイェン工場の生産能力はそれぞれ 400,000 トン

／年、250,000 トン／年であるが、2017 年度の生産量は、それぞれ

452,369 トン、301,201 トンであり、鉄製品の需要が高いことが分かる。 
VIS 社は、2018 年 5 月に共英製鋼株式会社の子会社となったが、コス

ト競争力改善のため、設備の近代化含め、様々な省エネルギー案を検討

している。考えられている省エネルギー案として、以下のようなものが

ある。 
 

 省エネルギー案 実施の主目的 
1 リジェネバーナーの導

入（フンイェン工場） 
加熱炉燃料原単位の削減 

2 多機能バーナーの導入

（ハイフォン工場） 
電気炉生産性の向上、電気炉用電力

原単位の削減 
3 DOCバーナーの導入（ハ

イフォン工場） 
取鍋予熱燃料原単位削減 

4 ハイフォン工場に下工

程を新設 
異形棒鋼等鋼材の販売量及び生産量

の拡大 
5 燃料転換（フンイェン工

場が主、ハイフォン工場

も考えられる） 

加熱炉燃料使用量の削減（フンイェ

ン工場）、電気炉多機能バーナー導入

時の主燃料及び取鍋及びタンディッ

シュ予熱の燃料使用量の削減（ハイ

フォン工場） 
6 LED 照明の導入（フンイ

ェン工場が主、ハイフォ

ン工場も考えられる） 

一般電力原単位の削減 

7 高効率ファンや高効率

ポンプの導入 
一般電力原単位の削減 

図表 3.2.4-4 VIS 社の省エネルギー案 
 
上記のアーク式電炉を用いた製鉄事業を行っている VIS 社で実施が考
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えられる省エネルギー策であるが、まだ検討段階にあり、今後、JCM の

適用を含め、実施に向けた検討を進めて行く。 
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3.2.5 ホテルにおける高効率換気空調設備導入 

現在、ハイフォン市内において、五つ星ホテルであるプルマン・ハイ

フォン・ホテルの建設が進んでいる。同ホテルは、ハイフォン市の中心

街 Tran Phu 通り 12 番地に建設されることになっており、地下 1 階、地

上 32 階、客室数 320 室のホテル棟に加え、席数 1,200～1,500 席の国際

会議センターが併設される予定である。総投資額は 1 兆 6,000 億 VND、

2020 年中の営業開始を目指している。 
同ホテル事業の投資家は入札によって選ばれた Nhat Ha Co., Ltd.で

ある。Nhat Ha 社は、ホーチミン市において 3 件のホテルを運営してお

り、ホテル事業には 20 年以上の実績を有している。 
 

 
図表 3.2.5-1 プルマン・ハイフォン・ホテルのイメージ 

 
プルマン・ハイフォン・ホテルはすでに基礎工事は始まっているが、

換気空調設備については、まだ設備選定を行っていないとのことである。

Nhat Ha 社は、照明の LED 化、人の感知のセンサーを設置することで、

人のいる場合のみ点灯するシステムを導入するなど、省エネルギーには

高い意識を持って取り組んでおり、高効率な換気空調設備の導入も考え

ている。日本製品の性能の高さや信頼性の高さも十分わかっているもの

の、やはり価格が高いという認識であった。そうしたことから、JCM 設

備補助制度に非常に興味を示し、制度について説明し、質疑応答を行っ

たところ、ぜひ JCM 制度を活用し、高品質な日本の換気空調システムを

導入したいという意向を示してきた。 
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大規模ホテルへの換気空調システムの高効率化技術の提案として、以

下のようなものが考えられる。 
 

 省エネ技術 技術概要 備考 
1 省エネ自動運用

EMS 導入 
BMS をリモート操作

し、毎時刻省エネ運用を

自動的に実施 

空調機温度設定 
熱源機最適運転 
冷水温度設定 

2 INV ターボ冷凍

機への更新 
水冷チラーをインバー

タ式ターボ冷凍機に変

更 
 

 

3 冷却塔の直列運

用システム導入 
冷却塔の直列運用シス

テムによる冷却水温度

の低減 

冷凍機電力削減 

4 二次ポンプシス

テムの導入 
末端送水差圧制御によ

る冷水ポンプ電力の削

減 

 

5  
 

全熱交換機の導

入及び運用 
外調機に全熱交換機を

導入し、空調エネルギー

を削減 

外気冷房、熱交換

運転の最適運用 

図表 3.2.5-2 プルマン・ハイフォン・ホテルへの換気空調系システム

に対する省エネルギー提案 
 
上記に示した省エネ案の 2～5 は、設備の導入に関わるものであり、こ

れらの導入策だけでも、かなりの省エネルギー効果が得られるが、この

全システムを時間単位で最適運用する管理システムが 1 の省エネ自動運

用 EMS システムである。 
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図表 3.2.5-3 省エネ自動運用 EMS システムの画面 

 
同システムは、AI により多数のパラメータを時間単位で制御し、徹底

した省エネルギー運転を達成できるものである。 
プルマン・ハイフォン・ホテルのオーナー企業となる Nhat Ha 社から

は、すでにホテルの図面を受け取っており、平成 31 年度 JCM 設備補助

への申請を目指し、準備を開始している。 
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3.2.6 MPI による Eco-Industrial Park の推進と北九州市-ハイフォン

市連携事業の支援 

ベトナム計画投資省（MPI)においては、UNIDO の支援の下、ベトナ

ム国内で複数のモデル地域を選定し、ベトナム版エコタウンの実現にむ

けた活動を実施しており、その成果の一つがベトナム版エコタウンとい

える Eco Industrial Park を規定する政令 82 号（Decree 82）を交付し

たことである。 
 

 
図表 3.2.6-1 Eco-Industrial Park のイメージ 

 
MPI は、現在、この Eco-Industrial Park のモデル事業の対象となる

工業団地を探しているところであり、その候補の一つとしてハイフォン

市の Dinh Vu 工業団地が上がっている。そして、今年度訪問し、JCM セ

ミナー等を開いた Nam Cau Kien 工業団地も、ハイフォン市や HEZA が

推奨する候補の一つでもある。 
一方、MPI は、エコタウンとして確立している北九州市を大変高く評

価しており、その北九州市と姉妹都市提携しているハイフォン市が共同

で実施している活動も同様に支持している。 
MPI は、北九州市-ハイフォン市の連携事業と同様の活動をぜひベトナ

ム国内の多くの工業都市にも広めたいという思いから、モデル事業とし

ての成功を期待して、MPI として、それらの活動の支持を表明する MOU
を発行してくれることとなった。今後の北九州市-ハイフォン市の連携事

業は、ハイフォン市のグリー成長計画の実現へ向けたものだけでなく、

エコ・インダストリアル・パークの確立も目指すものとなり、中央政府

機関でもある MPI の支持を受けながら、モデル事業の確立へ向けて、活

動を継続していくことになる。 
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3.2.7 まとめ： 

ベトナム版エコタウンの実現等を通じた低炭素型プロジェクトの創出

活動は、北九州市とハイフォン市の姉妹都市連携に基づくグリーン成長

推進計画の実行の中で、多くの環境に良い優れた事業を実施してきてい

る。こうした活動の中で、多くの JCM プロジェクトの候補となる事業が

見出されてきた。今年度は、「産業廃棄物の原燃料化と都市ごみとの混

焼による廃棄物発電事業」について JCM 設備補助を目指した検討を行

った。 
山号廃棄物の原燃料化と都市ごみとの混焼による廃棄物発電事業は、

事業者である工業団地運営会社が、事業会社を単独での実施から事業パ

ートナーとの JV による実施へと変更することに決めた。これに伴い、事

業パートナー候補探しを実施することとなった。また、今年度調査にお

いて、産業廃棄物の受け入れ費用、都市ごみの処理費等のレンジが分か

ってきた。今後は、パートナー探し、廃棄物受け入れ費用に関する工業

団地入居企業及びハイフォン市との交渉を継続し、事業実施と JCM プ

ロジェクトへの申請へ向けた準備を進めて行く予定である。 
今年度の調査において、新たに発掘された低炭素型プロジェクトとし

て、アーク型電炉を有する鉄鋼会社における鉄鋼製造ラインの改善、及

びハイフォン市の中心街に立地する予定の大型ホテルにおける高効率空

調システムの導入があった。電炉を有する鉄鋼会社については、今後

JCM プロジェクトを目指し、実施に向けた検討を進めて行く予定であ

る。ホテルの高効率空調については、平成 31 年度の JCM 設備補助申請

を向け、すでに準備を進めているところである。 
また、今年度の調査で良好な関係作りができた工業団地、Nam Cau 

Kien 工業は、ベトナム計画投資省（MPI）が進めるエコ・インダストリ

アル・パーク構想の第一号候補を目指し、積極的に環境事業に取り組ん

でいる。ハイフォン市や HEZA も同団地の活動を評価し、第一号候補と

して支持している。上記の、電炉を有する企業は同工業団地の入居企業

であるが、同工業団地の運営会社の社長は JCM 設備補助制度にも関心

が高く、今年度は JCM セミナーを開催し、入居企業への JCM 設備補助

制度の紹介を行った。今後、新たな低炭素型プロジェクトが発掘できる

可能性も高いと期待している。 
ベトナム投資調整庁（MPI）は、北九州市のエコタウンとしての活動

を高く評価しており、北九州市とハイフォン市の姉妹都市提携に基づく、
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これまでの活動も同様に評価している。そして、その北九州市とハイフ

ォン市の連携事業の中で、エコ・インダストリアル・パークのモデル事

業が生み出され、それがベトナム全土に広がることを期待しており、そ

の連携事業について、公的に支持することを示す MOU を発行すること

を決めた。今年度中に発行される予定である。 
以上のように、北九州市とハイフォン市の連携事業は、ハイフォン市

内の工業団地や企業だけでなく、ベトナム政府による評価も高く、現地

の多くの関係者により支持されており、ハイフォン市のグリーン成長計

画、そして MPI が推進しているエコ・インダストリアル・パーク構想に

も対応していく中で、新たな低炭素型プロジェクトが多く発掘されるこ

とが期待できるものである。 
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3.3 活動２：フォローアップ活動を通じた低炭素型プロジェクト

の創出活動 

3.3.1 調査の概要 

北九州市の支援のものに作成したハイフォン市グリーン成長推進計画

に基づき、ハイフォン市は、これまでグリーン成長の実現に向けた活動

を実施してきた。ハイフォン市グリーン成長推進計画は、ハイフォン市

の環境と経済を両立させるためのマスタープラン的な計画であり、その

中には 15 のパイロットプロジェクトを中心に活動することが示されお

り、ハイフォン市は、それらの活動を着実に実施すべく努力している。 
これらの活動の中には、セメント工場の廃熱回収発電、バイオマス発

電、太陽光発電など低炭素型電力を利用する EV バスの導入などが含ま

れている。今年度は、この中でセメント工場の廃熱回収発電を対象とし

て、JCM クレジット獲得を目指すプロジェクト組成に取り組むこととし

た。 
セメント工場の廃熱回収発電事業については、これまで 2 つの事業モ

デルを検討してきている。一つは、国営セメント企業 VICEM 傘下のハ

イフォン社を対象とした BOT（Build-Operate-Transfer）型のビジネス

モデルを適用するもの、もう一つは民間セメント会社であるバクダン

（Bach Dang）セメント社を対象とした、一般的な EPC 契約による設備

販売モデルである。本事業開始時のそれぞれの事業の協議状況を下記に

示す。 
 

図表 3.3.1-1 廃熱回収発電設備導入 JCM 検討状況 
 
本年度は、このうちバクダンセメント社の廃熱回収発電設備導入事業

について、JCM 設備補助事業への申請を実施した。そのために必要な作
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業内容を以下の図表に示す。 
 

 
図表 3.3.1-２ セメント工場における廃熱回収発電設備導入事業 
JCM 申請のための課題 
 
以下、バクダンセメント社に対する廃熱回収発電設備導入プロジェク

トの JCM 設備補助申請について述べる。 
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3.3.2 導入する技術 

・本活動において、主に導入を想定している技術は、セメント工場で

導入される廃熱回収発電システムである。 

 
図表 3.3.2-1 廃熱回収発電システム 

 
・廃熱回収発電システムは、全世界で 240 件以上の導入実績があると

される 
・これまで利用されず捨てられていた熱を回収し発電を行うことで、

系統電力からの電力利用量を削減することが可能となる。その結果、

系統電力を通じて排出されていた CO2 量を削減することが可能とな

る。 
・JCM 設備補助事業としては、以下の 3 件の導入実績がある。 
① 2013 年 インドネシア セメント工場への廃熱回収発電システ

ムの導入（JFE エンジニアリング） 
② 2016 年 タイ セメント工場への廃熱回収発電システムの導入

（NTT データ経営研究所） 
③ 2018 年 ミャンマー セメント工場への廃熱回収発電システム

の導入（グローバルエンジニアリング） 
 

・ 今回のプロジェクトで導入する設備は、川崎重工業と中国の

CONCH グループの合弁会社である ANHUI CONCH KAWASAKI
社の子会社である Shanghai Conch Kawasaki Engineering, Inc.が、

導入する設備の設計・製造及び施工（EPC）を担当する。 
 
 



  

（第 3 章） 

3.3.3 廃熱回収発電設備導入 JCMプロジェクト概要 

バクダンセメント社における廃熱回収発電設備の導入について、JCM
設備補助制度を利用して実施する際の体制を図表に示す。 

 

 
図表 3.3.3-1 セメント工場廃熱回収発電設備導入 JCM 事業実施体制 
 
代表事業者であるグローバルエンジニアリング社は、1991 年に自家発

電販売及びメンテナンス事業を核として創業された。近年、電力需給の

ひっ迫を受けて、電力システム改革の重要な位置づけとされるディマン

ドリスポンスの取り組みを通じ、需要側での節電（消費電力の削減）を

進めてきている。2012 年には、東京電力（株）・原子力損害賠償支援機

構から国内初のディマンドリスポンスの取り組みであるビジネス・シナ

ジー・プロポーザルに採択されている。その後、2012 年に九州電力と節

電アグリゲータ契約締結、2013 年に関西電力と BEMS アグリゲータ契

約締結、2015 年に平成 27 年度経済産業省インセンティブ DR 補助事業

採択、2016 年経済産業省公募のバーチャルパワープラント構築事業費補

助金等に採択されており、社会の低炭素化について豊富な実績と知見を

有している。今後は、これまで培ってきた低炭素化社会の実現に関する

知見を活かし、国内外の低炭素化プロジェクトに積極的に従事していく

計画を有している。 
共同事業者である Bach Dang Cement Joint Stock Company 社は、ベ

トナムの大手コングロマリットである Phu Minh Son Group (PMS)が所

有するセメント会社である。バクダンセメント社は 2007 年に設立され、
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当初はセメントやセメント原料の取引などを行っていたが、2016 年にハ

イフォン市より Thuy Minh 村でのセメント製造工場建設許可を取得、

日産 3,500 トンの生産能力を有するセメント工場の建設に着手し、同工

場に廃熱回収発電設備を導入する予定である。 
 
セメント工場における廃熱回収発電事業による CO2 排出削減は、廃熱

回収発電により供給される電力により、同セメント工場が系統から購入

する電力の一部を代替することにより達成される。具体的な CO2 排出削

減量は、下記の式により算出される。 
 

 
 
プロジェクトで導入が計画された廃熱回収発電設備の設備容量は

6,000kW となっており、セメント工場の運転計画等の情報を元に、この

算定式に基づいて算出される本プロジェクトによる CO2 排出削減量は、

年間 18,820 t-CO2e となり、JCM 設備補助採択案件の中でも、かなり大

規模な削減量を獲得できるプロジェクトといえる。 
 
本プロジェクトを JCM 設備補助に申請するにあたり、同工場に設備

導入するための技術検討、経済性の評価、CO2 排出削減量の評価、関係

機関による意思決定、発注・契約方式に関する合意等の課題があったが、

JCM 設備補助申請という共通の目標を目指し、関係者による真摯な協議
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を経て、すべて合意に至った。これらの活動を図表にまとめる。 
 

 
図表 3.3.3-2 JCM 設備補助申請にあたっての課題と対応 

 
上記図表に示すように、すべての課題を解決し、2018 年度 JCM 設備

補助二次募集に申請を行った。しかし、結果的に不採択となった。不採

択の理由としては、資金調達に関する資料等の不足などが考えられる。 
バクダンセメント社は、いまだ JCM 設備補助制度を活用しての廃熱

回収発電設備の導入を希望しており、必要書類等の整備などの助言を継

続しながら再申請を検討している。 
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第４章  ワークショップの参加 

第４章 目次 

4.1 都市間連携ワークショップ  ........................................................................................... 1 
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4.1 都市間連携ワークショップ 

（1） 概要 
環境省主催 都市間連携ワークショップ、および、同ワークショップ

招聘者のうち北九州市と連携関係にある招聘者を北九州市に招いてワ

ークショップが実施された。 
 

（2） 開催日時 
北九州市での開催：2018 年 10 月 22 日（月）～23 日（火） 
横浜市での開催：2018 年 10 月 25 日（木）～26 日（金） 
  

（3） 内容・議事録 
 当日ワークショップに参加した際の議事録を以下に添付する。 
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（メモ１） 

JCM 都市間連携セミナー 北九州市視察 
 

10 月 22 日（月）、23 日（火） 
於：北九州市 

参加者：網代、益田 
 

 平成 30 年 10 月 25 日、26 日に横浜市にて開催予定である環境省主催 都市間連携ワ

ークショップの前に、同ワークショップ招聘者のうち北九州市と連携関係にある招聘者

を同市に招いて同市や同市内企業の地球温暖化対策事業や低炭素社会に向けた取り組み

を紹介する視察が実施された。各都市との本年度連携事業に従事する NTT データ経営研

究所も視察に参加させていただいため、以下に視察記録を記す。 
 

■行程および招聘者 

 
 

■視察録 
10 月 22 日（月） 
1. エコタウンセンター (13:00-14:30) 
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 北九州市若松区響灘地区内にあるエコタウンセンターにおいて、北九州市エコセンタ

ーの職員の方から、北九州市の歴史、響灘工業団地、および北九州市エコタウン事業に

ついて説明いただいた。 
北九州市の環境産業復興の戦略には、教育・基礎研究から技術・実証研究、そして事

業化に至るまでの総合展開を産官学で連携して行っている。 
 

エコタウンセンターでの説明の後、OA 機器のリサイクルを実施する「(株)リサイクル

テック」のリサイクル工場を見学した。コピー機を分解し、金、銀、鉛、アルミ、銅、

鉄、プラスチックなどに分別、全体で 99%のリサイクルを達成している。都市鉱山の説

明や、実際の工場の様子を見学した（工場内は写真撮影禁止であった）。 
 

  
エコタウンセンター説明の様子 OA 機器リサイクル工場見学の様子 

 

2. 皇后崎工場 (15:30-16:30) 
 

1 日当たり 810 トンのごみ処理能力を有する皇后崎工場。皇后崎工場の説明 DVD を

みるほか、模型による説明や施設見学を実施した。 
ごみ焼却により、容積を 20 分の 1 に減容化している。焼却炉はタクマ製のストーカ

ー炉、800 度で完全燃焼している。ガスエンジンの設備も有しているが、現在は都市ガ

スの値段が高いため、運転はしておらず、蒸気タービンによる発電のみを実施している。

発電規模は 17,200kW で北九州パワーに売電している。 
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皇后崎工場の説明  施設見学の様子（ストーカー炉の模型） 

 
 

■視察録 
10 月 23 日（火） 
3. 日本プライスマネジメント 宇佐バイオガス発電所 (10:20-12:00) 
 エネルギー総合企業の未来電力が 2018年 7月から稼動させている宇佐バイオガス発電

所を視察した。同施設は焼酎かすや周辺地域の事業系廃棄物を活用したバイオガス発電

施設であり、日本プライスマネジメント社が EPC 協力を行っている。一般的に焼酎ガ

スは可溶化に不適であるが、独自技師で可溶化を行っている。 
 

施設概要 
・総事業費 約 10 億円 
・みかん園跡地に建設され、その敷地面積は約 8,000 平米。 
・出力は 600kW (200kW×3 基) （2018 年 10 月 23 日現在は 2 台導入済み） 
・場内で使用する電力を除き全て九州電力にＦＩＴ売電。 
・年間売上は１億２０００万円を目指す。 
・発酵後にでる消化液については、液肥として同社の関連会社が運営するカボス農園で

活用していく。 
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・造成工事が 2017 年 11 月に開始。3 月～8 月がプラント設置、試運転期間である。工

事終了が 7 月 27 日。2018 年 10 月から売電開始している。

 
図 プラント設備概要 

 
 

以上 
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（メモ２） 

JCM 都市間連携セミナー 横浜市視察 
 

10 月 25 日（木）、26 日（金） 
於：横浜市 パシフィコ横浜 アネックスホール 

参加者：網代、益田 
 

 平成 30 年 10 月 25 日、26 日に横浜市にて開催された環境省主催 都市間連携ワーク

ショップに参加した。25 日午前の部は公開セミナー、午後は非公開セミナー、26 日は

横浜市内の視察ツアーが実施された。 
 

■10 月 25 日（木）午前 公開セミナー プログラム 
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 09:30 主催者挨拶： 環境省 地球環境局長 森下 哲 
 CO2 排出の 70%は都市部から発生している。 
 都市間や民間企業の連携を促進する事業。 
 COP21 においても、都市間の果たす役割の重要性が再認識された。 

 

 09:35 低炭素社会実現のための都市間連携事業および資金支援事業 
 低炭素社会実現のための都市間連携事業および二国間クレジット制度（JCM） 

（25 分）： 環境省 地球環境局 国際連携課 国際協力・環境インフラ戦略室

長 杉本 留三 
 低炭素事業を実現していくため、都市間連携、国際協力が重要である。 
 低炭素インフラへの協力として、「廃棄物発電」「省エネ・再エネ」「浄

化槽」「水・空気汚染対策」の分野に注力している。 
 トップセールスとしては、Japan Environment Week が 2018 年 1 月にミャ

ンマーで開催された。次回は 2019 年にベトナムで開催予定である。 
 都市の役割について、非政府主体として都市の重要性が認識されており、

具体的に物事を進めていくに当たって、国レベルの調整から都市レベルの

実施にフォーカスが移っている。 
 これまで都市間連携事業として、アジア 10 か国 27 都市で実施してきた。 
 JCM 制度の説明、および、JCM 設備補助事業についてもご説明がなされ

た。 
 

 国土交通省の海外都市開発支援イニシアチブ （10 分）：国土交通省 都市局 国
際室長 増田 裕一郎 
 高度成長期、安定低長期、成熟期に分けて、フェーズごとのインフラ課題

や取り組みをご説明なされた。 
 日本が経験してきたノウハウを国際協力という形で海外展開している。 
 公共交通、駅を中心とした都市開発が日本ではなされてきた。機能分担な

どをおこなうことで、エリア全体の価値が向上する開発であった。TOD
（Transit Oriented development）開発。 

 J-CODE という国際協力を実施している。 
 課題オリエンテッドなスマートシティ開発に取り組もうとしているのが日

本の特徴である。 
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 JOIN による都市開発事業支援 （10 分）：（株）海外交通・都市開発事業支

援機構（JOIN） 次長/シニアダイレクター 黒川 剛 
 JOIN の都市開発支援に関する支援の紹介。 
 JOIN（Japan Overseas Infrastructure Investment Corporation for Transport 

& Urban Development）は 2014 年 10 月に設立された、日本で「最初」か

つ「唯一の」海外インフラ投資に特化した官民ファンド。途上国や新興国

の区分無く、出資を行っている。 
 日本政府の年間予算として、約 13 億米ドル（1268 億円）の投資能力を有

するファンド。 
 事業分野は 1. 「交通事業」、2. 「都市開発事業」、3. 「交通事業・都市

開発事業を支援する事業」 
 プロジェクト体制図は以下の通り。 

 
 

 低炭素社会実現に向けた横浜市の都市間協力の取組 （10 分）：横浜市 国際

局 国際協力課 担当課長 奥野 雅量 
 セブ、ダナン、バンコク、バタムにおいてマスタープラン策定支援を行っ

てきた。その中でも、バタムについては JCM スキームを活用しながら実

施している。 
 ダナン市の取り組み、Y-PORT 事業、JCM 案件事例などをご紹介いただい

た。 
 公民連携オフィスをつくり、公民連携で Y-PORT 事業を取り組んでいる。 
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 バンコクでの支援事業の開発計画図を以下に示す。B2B で事業を進めてい

きたいと考えている。 

 
 

 11:00 「平成 30 年度低炭素社会実現のための都市間連携事業」採択案件の紹介 
 福島市とエーヤワディ管区およびザガイン管区（ミャンマー）との連携 （10 

分）：福島市 環境部 環境課長 加藤 直樹 / 三菱総合研究所 環境・エネルギ

ー事業本部 主席研究員 小島 浩司 
 ミャンマーのエーヤワディ管区およびザガイン管区との連携事業のご説明。 
 福島市とエーヤワディ管区との都市間連携は４年目になる。その間に幾つ

かの成果をあげることができている。 
 まずは、環境教育を通じた啓発活動である。福島市とミャンマーの小学生

の間でビデオレターのやり取りを行った。２つ目は、Pathein 市の廃棄物

削減に向けて、廃棄物処理場における分別作業の推進を行っている。 
 農業畜産灌漑大臣への表敬や、スーチー氏への取組紹介も昨年度実施して

いる。 
 設備補助事業の検討、ビジネス検討、政策検討の 3 つのレイヤーで活動し

ているところが特徴。 
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 工業団地の開発としてバイオマス発電（もみがら発電）に注目している。

福島市とエーヤワディ管区の特徴を活かして、米を活用したビジネス組成

を検討している。籾殻から熱を作って工業団地や地方コミュニティへの供

給を考えている。 
 

 富山市とスマラン市およびバリ市（インドネシア）との連携 （10 分）：富山

市 環境部 環境政策課 係長 若林 政之 
 富山市のご紹介。環境取り組みのほか、SDGs モデル都市としても選定さ

れている。コンパクトシティ政策と再エネ政策の 2 つが特徴的な都市。 
 バリ州タバナン市では、小水力発電、インドネシアでは小水力と太陽光を

組み合わせたハイブリッド型の発電を行っている。また、バリでは、ホテ

ルやレストランなどの観光施設の省エネ、やディーゼルやガスなどの公共

交通機関の低炭素化に取り組んでいる。 
 スマラン市で進める交通分野の JCM 設備補助事業の紹介がなされた。概

要は以下の通り。 
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 川崎市とジャカルタ特別州（インドネシア）およびヤンゴン市（ミャンマー）

との連携 （10 分）：川崎市 経済労働局 国際経済推進室 担当課長 深堀 孝
博 
 川崎市のご紹介。工業地帯であり、これまで環境問題対策に取り組んでき

たノウハウを海外へ技術移転を図っている。 
 “Win-win relationship” and“Equal partnership”という標語を掲げ、都市間

連携を実施している。 
 ヤンゴン、ジャカルタとの都市間連携事業のご紹介がなされた。ヤンゴン

で、有機性廃棄物が大量に生じるマーケットを対象として、日立造船のメ

タン発酵技術の活用を視野に入れて、川崎の市内企業をＥＰＣコントラク

ターに据え、案件組成を行っている。現地のダゴングループと連携を行っ

ている。 
  
 

 横浜市とバタム市（インドネシア）およびタイ港湾庁との連携 （10 分）：横

浜市 国際局 国際協力課 課長補佐 中村 恭揚 
 セブ、ダナン、バンコク、バタムの都市との連携事業の中から、バタム、

バンコクの事例についてご紹介がなされた。 
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 バタムでは、グリーンインダストリー、グリーンビルディングに注力をし

て取り組んでいる。JCM FS 以外にも、METI の水事業やゴミ事業なども組

み合わせて幅広に対応している。 
 本年度は、工業団地における最適化のＦＳを行っている。 
 横浜のＣＡＳＢＥＥをバタムに導入できないか、横展開できないかの制度

作りを行っている。 
 

 大阪市とケソン市（フィリピン）およびホーチミン市（ベトナム）との連携 （10 
分）：大阪市 環境局 環境施策部 環境施策課 都市間協力担当課長代理 仲秋 敏
一 
 ケソン市、ホーチミン市との都市間連携の事例を紹介された。 
 ケソン市との都市間協力について、以下の４つを目的にＭＯＵを結んでい

る。 
 基準システムを作ること 
 専門知識の共有 
 官民連携案件の創出 
 キャパビル 

 ケソン市案件では、工場における省エネ化、太陽光発電設備の導入、ごみ

収集車の改善の 3 つの軸で検討している。 
 ホーチミン案件では、温暖化対策実行計画の策定、推進に大阪市が協力し

ている。緩和策の計画だけでなく、適応策についても検討している。例え

ば、気象予測など。また、省エネ型ポンプの導入の JCM 設備補助事業化

を検討している。 
 

 北九州市とチェンマイ県（タイ）、ハイフォン市（ベトナム）、マンダレー市

（ミャンマー）、ダバオ市（フィリピン）、プノンペン都（カンボジア）との

連携 （20 分）：北九州市環境局 環境国際経済部 環境国際戦略課 アジア低

炭素化センター 国際連携推進担当係長 安武 宏 
 各都市の事例紹介がなされた。 
 カンボジアプノンペン都： 2016 年から姉妹都市。プノンペン都気候変動

計画の策定を支援し、そのパイロットプロジェクトとして、今年度は、交

通分野、グリーン生産、環境保全の案件化に向けて検討をしている。 
 ミャンマー マンダレー市： 2012 年から連携してきた。廃棄物管理分野、

エネルギー分野に注力。エネルギー分野では大型施設の低炭素化、一次産
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業の低炭素化に取り組む。廃棄物管理分野では、ごみの適正処理などに支

援している。 
 フィリピン ダバオ市： 2017 年環境姉妹都市を締結。気候変動行動計画の

策定、緩和策の実施に支援している。廃棄物発電事業分野も検討。 
 タイ チェンマイ県： エコインダストリアルタウンの横展開。タイ工業団

地公社との連携し、新規工業団地における低炭素化を検討している。 
 ベトナム ハイフォン市： 2014 年姉妹都市締結。グリーン成長促進計画の

策定、EV バスの実証なども過去に実施。今年度は、環境配慮型工業団地

の支援を開始している。 
 

 12:25 閉会挨拶：（公財）地球環境戦略研究機関 専務理事 三好 信俊 
 セミナー開催の支援者、登壇者、来場者への感謝の意を伝えられた。これ

らの情報は今後の都市間連携において具体的方策を実施する中で非常に重

要である。IGES は都市間連携のプラットフォーム機能を担っており、い

っそうの推進のためには、計画立案から実施までのファンディング等の支

援に関する情報を一層発信していく必要がある。 
 今後、更なる低炭素化プロジェクトの具体化に向けて、検討を進めていた

だきたい。 
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■10 月 25 日（木）午後 非公開セミナー プログラム 

 
 

 14:00 主催者挨拶 環境省 地球環境局 国際連携課 国際協力・環境インフラ戦略室

長 杉本 留三 
 

 14:05 都市間連携事業の取組紹介 
 プノンペン都 （5 分） 廃棄物管理・環境部 副部長 ヌオン・サムナヴス 
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 低炭素社会に向けた８つの領域。まずマスタープランの実行。エコシティ

の開発。交通、洪水管理、上水道、廃棄物管理、気候変動アクションプラ

ン、グリーンシティ計画である。 
 気候変動アクションプランを制定した。また北九州市まで市長訪問を実施

ししている。さらに、廃棄物埋め立て施設や上水道の改善プロジェクトに

関して北九州市と取り組んでいる。 
 BKK3 エリアで廃棄物管理に関する市民の意識醸成を、都市間連携の成果

として期待している。 
 中国やタイ、韓国、オーストラリアとも姉妹都市関係を形成しており、グ

リーンシティ構築に向けて取り組んでいる。 
 

 ジャカルタ特別州 （5 分） 環境局 環境・清掃管理部長 エルニ・ペリタ・フ

ィトラテゥンニサ 
 SDGs の達成に向けて川崎市と連携している。固形廃棄物管理について可

能性調査を実施している。 
 また、水量発電による再生可能エネルギーの普及も行っている。 
 複数のステークホルダーを巻き込みながら、市民のキャパシティビルディ

ングを行い、低炭素化に向けた取組を行っていく。 
 

 バタム市 （5 分） 環境局 ルディ・サストリアワンシャ 
 2015 年に横浜は持続可能な都市の発展に向けた協力の LOI を交わした。

都市間連携は６つの柱。計画、水、建屋、交通、廃棄物、産業の低炭素化

である。 
 市内の空港や大型建築物、駅、オフィスなどの省エネ化を推進している。 
 

 スマラン市 （5 分） スマラン市交通公社 ヘッド アデ・バクティ・アリアワ

ン 
 2017 年に富山市と再生可能エネルギーと交通に焦点をあてた協力の LOI

を交わした。そのほか、ビジネスマッチングや会議を開催して、相互に連

携を深めている。 
 中期計画として、2016-2021 年に交通と環境指標の目標を掲げている。 
 53 億ルピアの予算を使って CNG トラムバスの調達を行う。 
 都市間連携に基づき、将来的には都市公社を活用した B2B の連携も進めて

いきたい。 
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 また、産業廃棄物の処理プロセスについても投資を行っていく予定である。

1 社、産業廃棄物処理を行う会社があるが、処理能力が不十分である。 
 また、富山大学と連携した持続可能性に向けた科学技術の研究活動も行っ

ている。 
 

 バリ州 （5 分） バリ州環境局長 ルー・アユ・アリャニ 
 インドネシアは 2020 年までに CO2 排出の 26%削減を目標としている。 
 2009 年に環境保護・管理の法律を制定。 
 バリの優先事項は、７つある。貧困と雇用、教育と健康、農業の発展、文

化の持続的発展、インフラ開発と環境保護、公共サービス、平和と公共部

門の充実である。 
 エネルギーセクターの燃料分野では 2020 年までに 38.97 百万トンの Co2

を排出削減する予定である。（ガソリンとディーゼル） 
 

 エーヤワディ管区 （5 分） エーヤワディ市開発委員会 地域ディレクター ナ
イン・リン・マウン 
 福島市との都市間連携のもと、低炭素化に向けた取組を進めている。分野

としては、水処理産業、低炭素化、長期的なエネルギー利用である。 
 エーヤワディは、大きな田園地域であり、また、電化率も低い。 
 1.8MW の籾殻発電プラントを現在建設中である。今後も福島市と連携して

いく。 
 

 ザガイン管区 （5 分） ザガイン市開発委員会 ディレクター ティット・トゥ・

ミン 
 Monywa では、毎日 130 トンの固形廃棄物が発生している。現在は、トラ

ックで種集運搬を行い、３箇所に廃棄している。Monywa TDC ではリサイ

クル活動は行われていない。 
 将来的に、廃棄物発電や堆肥化の推進や、先進技術を活用した廃棄物の低

減を進めていきたい 
 Monywa 地域で 10MW/日の電力が必要であるので、地域に豊富にある籾殻

を活用した発電ができれば地域に十分な電力供給ができると考えている。 
 

 ヤンゴン市 （5 分） ヤンゴン市開発委員会 生産部 副部長 ザオ・ニュント , 
 川崎市との都市間連携のもと推進している。 
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 JCM スキームを活用して、廃棄物発電プラントを設置している。1600 万

USD のイニシャルのうち、800 万 USD を設備補助で賄っている。60 トン

/日の処理能力がある。 
 将来的には、廃棄物の燃料化プロジェクトの実施を考えている。例えば、

廃タイヤの熱リサイクルやマテリアルリサイクルによる活用。 
 

 マンダレー市 （5 分） マンダレー市開発委員会 会員 カイン・ミン 
 日本と協力して廃棄物管理戦略とアクションプランを策定 
 2017-2030 年を短期、中期、長期に分けて計画を策定している。 
 マンダレーの廃棄物アクションプランに向けた 2018 年度の予算編成は、

管区から承認を受け、多くの予算が埋め立て処分場の改善、分別機の導入、

有害廃棄物の処理に充てられる。 
 

 ケソン市 （5 分） 環境保全廃棄物管理局 廃棄物収集課 環境管理専門家 II ト
リッシャ・ベレ・サルバドール・ゴラヨン 
 ケソン市と大阪市は、2018 年 4 月に MOU を締結し、３年間協力活動を実

施する。 
 協力分野は、気候変動緩和、再生可能エネルギーと省エネルギー、廃水管

理、水供給、固形廃棄物管理、環境保全である。 
 次のステップとして、フィリピンの JCM ガイドラインの策定、キャパシ

ティビルディングの実施、目標設置と優先順位付けなどを想定している。 
 

 ダバオ市 （5 分） 環境天然資源局 環境廃棄物管理部 IEC 課長 技師 I ラカ

ンディワ・ソリマン・オクヨ 
 固形廃棄物の処理に関して、最優先課題として取り組んでいる。 
 北九州市と協力して、Waste to Energy の可能性調査を行っている。 
 JICA の草の根 PJ としても協力いただいている。バランガイ（日本におけ

る区に相当する地方自治体）における自治体適切な分別、ごみの削減など

に取り組んでいる。 
 

 タイ港湾庁 （5 分） 企業戦略部 科学者 マユリー・ディーループ 
 グリーンポート開発について、横浜市と協力して開発を進めている。 
 港湾および周辺に太陽光発電や省エネ機器を導入するなど、複数のステー

クホルダーと連携しながら進めている。 
 タイ港湾と横浜市間の MoU を更新予定。 
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 道路から港湾へのモーダルシフトなども検討したいと考えている。 
 港湾におけるエネルギー消費を減らしていきたい。 
 タイの公営企業を JCM 設備補助事業に関与させるのに苦悩している。特

に、合意を得るまでのプロセス、承認の難しさがあり、スケジュール遅れ

の懸念もある。 
 関係者の JCM 制度の理解を深めていただき、スムーズに進めていきたい。 

 

 チェンマイ県 （5 分） 天然資源環境局 環境専門家 パカワン・サングリー 
 関係者、協力者に御礼申し上げる。 
 チェンマイは北部にあり、バンコクに次ぐ第 2 の都市。19 万人規模の県で

ある。 
 北九州市とチェンマイ間の連携は 2000 年から続いている。 
 2017、2018 と都市間連携事業を実施しており、チェンマイ県としては、

廃棄物に焦点を当てて、検討を実施している。 
 タイ 4.0 の一環として、チェンマイ県はスマートシティ開発エリアに選定

されている。スマートシティに関するコンセプトを検討していきたいと考

えている。 
 スマートシティの優先エリアとして、チェンマイ大学を考えている。 
 住民に対して 3R のプロモーションを行っている。 
 

 ハイフォン市 （5 分） トゥイ・グエン区委員会 財務計画局 計画課 職員 フ
ン・ドク・アン 
 ハイフォン市と北九州市は 2014 年から姉妹都市を締結している。 
 グリーン成長計画として、15 のプロジェクトを進めている。 
 太陽光発電や、高効率空調、EV バスを導入するなど、これまでプロジェ

クトの実現化をしてきた。 
 エコインダストリアルパークを今年度は注力して検討を進めている。エコ

インダストリアルパークには、資源活用、クリーン生産を意識した企業に

入居いただきたいと考えている。 
 エコインダストリアルパークの概念を他の工業団地へも展開していきたい

と考えている。 
 

 ホーチミン市 （5 分） 天然資源環境局 職員 リエン・ゴク・アウ 
 2017 年～2020 年までの気候変動行動計画を策定している。 
 CO2 排出を削減するプロジェクトを複数計画している。 
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 公共交通に関して、環境にやさしい、メトロや BRT、バスなどを検討した

いと考えている。 
 直面する課題は、ごみ排出時の分別である。ホーチミン市の分別ガイダン

スがあるが、罰則規則等がないことや、ガイダンスの周知されていないこ

とから、市民が必ずしもきちんと分別していないのが現状。 
 回収業者へのライセンス付与等も順次実施していきたいと考えている。 
 

 Q&A)  

Q）富山市-スマラン市の公共バス JCM 設備補助。公共事業として進めるにあ

たり苦労した点は？ 
A) 第 3 セクターを共同事業者として、事業を進めた。手続き時に課題になっ

た点は、金額変動である。JCM での補助率 50%で想定しているが、入札によ

って金額が変動することため、スマラン市の予算確保に関して調整が大変であ

った。 
 

 16:00 資金支援事業の留意点と採択のポイント 
 環境省による設備補助事業 （10 分）：（公財）地球環境センター（GEC） 東

京事務所 事業第一グループ 総括主任 坂内 修 
 17 か国で 130 のプロジェクトが採択されている。 
 JCM 調印国へ低炭素技術を導入し、CO2 を削減することが対象案件とな

る。 
 日本企業が国際コンソーシアムの代表事業者として、提案する必要がある。 
 国際コンソーシアムとして、日本の代表事業者、現地国の設備保有者、利

用者を共同事業者としてメンバーに入れる必要がある。 
 国際コンソーシアムは、日本の法定耐用年数の期間、CO2 の削減量の報告

義務があり、仮に交付規定の違反した場合には補助金返還義務を負う点に

注意が必要。 
 方法論開発、プロジェクト登録、クレジット発行の協力も必要となる。 
 採択審査時のポイント 

 遂行の確実性：経営状況や実績や、事業計画、許認可状況、経済性、

事業性、資金計画の妥当性などを加味して評価する。 
 投資回収年数については、補助金ありで 3 年以上が補助対象。 
 費用対効果は 4000 円/tonCO2 を満たす必要がある。 
 ただし、モンゴル、タイの太陽光については、3000 円/tonCO2 
 導入技術の普及可能性や民間企業の自立的普及の戦略があるか 
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 CO2 削減算定方法、モニタリングが妥当であるか 
 プロジェクト計画、体制、資金調達、許認可、スケジュールなどの観点で

きちんと事業確実性が高い案件が、採択されやすいし、採択後もうまく進

んでいく。 
 

 JOIN による都市開発事業支援 （10 分）：（株）海外交通・都市開発事業支

援機構（JOIN） 次長/シニアダイレクター 黒川 剛 
 JOIN（Japan Overseas Infrastructure Investment Corporation for 
 Transport & Urban Development）は 2014 年 10 月に設立された、日本で

「最初」かつ「唯一の」海外インフラ投資に特化した官民ファンド。 
 JOIN は官民共同出資の企業であり、海外の都市開発プロジェクトに対し

て出資をしている。日本政府の年間予算として、約 13 億米ドル（1268 億

円）の投資能力を有する。 
 環境省のスキームと連携して、より良い開発を進めていきたいと考えてお

り、今回のセミナーに参加している。 
 新事業だけでなく、更新事業などにも参画できる。 
 日本企業が海外展開する案件に出資することが大原則。また現地企業の参

画、および、現地政府機関の協力も重要である。 
 JOIN の意思決定には、JOIN の審査の他、日本政府の許可も必要となる。 
 「政策的な意義」「民間事業者のイニシアチブ」「持続可能性」の３つの

評価軸で審査される。 
 13 件の実績を有する。ASEAN 諸国での案件が多い。 
 JCM 設備補助事業と連携した事業もある。(インドネシア ジャカルタ) 出

資であるので、補助金の 2 重取りとはならない。 
 

 都市間連携推進に利用可能な資金について （5 分）：（公財）地球環境戦略

研究機関（IGES） 北九州アーバンセンター プログラム・マネージャー 日比

野 浩平 
 配布冊子（日本地方自治体関係者向け）をご参照。近日中に、電子版も公

開予定である。 
 関係省庁から活用できるファンドがある。下図参照。融資や実証等の実行

フェーズのファンドは少ない傾向にあるが、目的やフェーズに応じて活用

を検討いただきたい。 
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 16:55 閉会挨拶 環境省 地球環境局 国際連携課 国際協力・環境インフラ戦略室 山

本 真帆代 
 都市間の連携、民間企業のニーズや、日本企業の低炭素技術など、お互いが密

にコミュニケーションを取り、具体化につながっていると思っている。 
 プロジェクト単体や単年度の視点ではなく、都市間連携をトリガーにして、全

体コンセプトや中長期的な視点で取り組んでいただきたいと考えている。 
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■10 月 26 日（金）午前 視察ツアー プログラム 

 
 

 温暖化対策実行計画概論 
 横浜市の気候変動対策 横浜市温暖化対策統括本部 鈴木様 

 横浜市の概要や歴史についてご説明頂く。 
 高度成長期に人口が急増し、環境破壊、ごみ問題、道路交通、水資源問題、

公共用地の不足の問題を発生した。そうした中で、市民、事業者と協力し

て、様々なプロジェクトを実施し、解決してきた。 
 気候変動として、過去 100年で約 1.8 度の上昇。横浜市域の 2016 年の GHG

排出量は、1,884 万 ton-CO2。横浜市は人口約 373 万人（日本 2 位）であ

るため、全国に比べて、家庭部門からの排出が多く 24%を占める。 
 横浜市では温暖化対策のゴールとして「Zero Carbon Yokohama」を設定

しており、「選択の力」「創造の力」「連携の力」の横浜市の強みである

３つのＣ「Choice・Creation・Collaboration」を踏まえて、基本方針を設

定している。 
 2050年までに2013年比で80%以上の温室効果ガスの削減を目標としてい

る。 
 横浜市では日本の自治体の中で唯一、温暖化対策統括本部を設置して、温

暖化対策活動を展開している。 
 温暖化対策プラス事業として財源を追加する等、温暖化事業を推進するた

めの財政面の工夫も行っている。 
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 2014 年に改定した横浜市気候変動適応方針に「適応策」を位置づけて推進。

５つの基本戦略を掲げている「市民の生命・財産を守る施策の推進」「都

市のレジリエンスの向上」「本市施策における適応の観点の取り組み」「適

応策の推進による環境と経済の好循環」「国内外の都市間連携の推進」 
  

 グループ 1： 新エネルギー（水素実証）：視察内容：地域連携・低炭素水素技術実

証事業 ※ハマウイング見学【横浜市温暖化対策統括本部】 
 プロジェクト概要 

 本実証プロジェクトでは、横浜市風力発電所（ハマウィング）敷地内に、

風力発電を使用し低炭素な水素を製造、貯蔵・圧縮するシステムを整備。

ここで製造した水素を、簡易水素充填車により輸送し、横浜市内や川崎市

内の青果市場や工場･倉庫に導入した燃料電池フォークリフトで使用する、

我が国初の「水素デリバリーシステム」を実証している。 
 プロジェクトの概要図は以下の通り。システム全体で CO2 排出量を 80%

削減することができる試算でとなっており、本実証でその確認をしている。 
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 設備概要 
 水素製造安定化システム（蓄電池システム）は、トヨタプリウスの使用済

み蓄電池（ニッケル水素電池）180 個からなるストレージシステムである。

夜、設備が動いていない時に発電できた電力の蓄電。 
 水電解装置 水素を製造する装置。発電量が多い時は大量に水素を作り、少

ない時には少なく水素をつくる柔軟な水素製造が可能。東芝製。 
 水素貯蔵タンクを整備して、圧縮した水素を水素充填車にいれて運ぶ。こ

のタンクは、フォークリフト 12 台に 2 日間、水素供給できる量の水素を

貯めることができる。また、非常時の水素供給用に赤いカードル（ボンベ

を束ねたもの）を用意しており、フォークリフト 16 台を一充填できる水

素をボンベに入れている。このカードルに充填されている水素はハマウイ

ングで生成したものではない。これまで、水素が大量に足りなくなったこ

とはない。 
 水素充填車：日本初の水素充填車を２台導入している。市販されているも

のではない。工場に配送できるように小回りのきく小型サイズで、フォー

クリフト 6 台分の水素を貯めることができる。この水素充填車自体はディ

ーゼル燃料のため、本実証において唯一カーボンフリーではない。 
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 トヨタ製のフォークリフト 12 台を導入。トヨタの fcv ミライと同じ燃料電

池セルを導入している。排出するのは水のみ。3 分で充電可能。電動より

も早く充電が可能なため、稼働効率の大幅な向上。 
 4ユーザが3台ずつフォークリフトを使用している。横浜市中央卸売市場、

麒麟麦酒の横浜工場、川崎中村ロジスティクス、ニチレイロジグループの

物流センターで利用している。 
 運用管理センターで使用状況、水素残量をリアルタイムで把握し、最適配

送を可能にする。イワタニ産業から 3 名が常駐している。（常駐義務が法

律で決まっている） 
 風力発電は 210万 kwhの年間発電実績。600世帯分の電力供給に該当する。

  

 グループ 2： グリーンビルディング：市大病院と南区庁舎のエネルギー連携【横浜

市温暖化対策統括本部】 & BEMS 事業 ※南区庁舎見学【横浜市建築局・南区役所】 
 2010 年経産省「次世代エネルギー・社会システム実証地域」に選定。 
 34 事業者と連携し、多くの実証事業を推進してきた。YSCP（横浜スマー

トシティプロジェクト） 
 そのうちのひとつ「市大センター病院と南区総合庁舎のエネルギー連携」

プロジェクトに関してご紹介がなされた。 
 南区総合庁舎は、災害時の対策本部となるが、東日本大震災後の計画停電

の対象となり混乱が生じた経験があり、電源の多重化、強靭化を目的に

BEMS を実装しエネルギー連携を検討した。 
 計 5 台のコジェネレーションシステムを導入。市大センター病院と南区総

合庁舎の間に自営線を敷き、特定供給により送電。 
 天気予報、外気温度、湿度、電力使用量、ガス使用量から、自動でコジェ

ネレーションシステムを最適運転している。 
 効果として、「防災性の向上」「環境性の向上」「経済性の向上」 
 CO2 排出削減量約 2400tCO2/年 
 初期投資額：約 7 億円（国から 1.3 億円、県から 1 千万円の補助） 
 年間約 6800 万円のコスト削減を実現。 
 病院では殺菌滅菌で熱需要があり、ジェネレーションシステムで発生した

熱は病院で使用している。 
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■写真 

  
公開セミナーでの北九州市ご発表の様子 午後非公開セミナーでのご発表の様子 

 

  

視察前の横浜市の取り組み説明の様子 横浜市視察ツアーグループ２の様子 

 

  

リユースバッテリシステム 横浜市視察ツアーグループ１の様子 

 

以上 
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Thank you for your attention !

If you have any questions, please contact me.
E-mail: abey@keieiken.co.jp
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Thank you for your attention !

If you have any questions, please contact me.
E-mail: abey@keieiken.co.jp
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